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日本での自然災害また少子化等の課題に対して，持続可
能な社会を実現するための施策が年々重要視されてきてい
ます。国連のSDGs（Sustainable Development Goals）の
目標でもある安心・安全・快適で持続可能な社会の実現に
向けて三菱電機は宇宙システム，測位システム，統合セン
サシステム等での先進技術を活用した製品とサービスを提
供しています。

近年の異常気象による被害の増加を受けて，地球環境監
視やインフラ保全の重要性が広く認識されています。宇宙
からの地球観測はその広域性，継続性から最も適した施
策の一つとなります。2016年に閣議決定された「宇宙基本
計画」では，地球規模の課題を解決し，安心・安全・快適
な社会を実現するために宇宙利用を促進することが謳（う
た）われています。この基本計画の下で，高精度で広域な
観測画像を捉える先進光学衛星と先進レーダ衛星の開発が
進められるとともに，地球温暖化の一因と考えられる温室
効果ガスの濃度をモニタリングするGOSAT（Greenhouse 
gases Observing SATellite）シリーズの後継機の開発も
始まりました（注1）。地球環境・資源の把握や防災・危機管
理に資するデータを地球規模で長期間にわたって取得可能
なシステムが整備されます。近年はこれらの大型基幹衛星
に加えて，小型衛星のコンステレーションによる高頻度な
観測データ提供も始まっており，観測衛星の特長である広
域・長期間に加えて高頻度に地球環境を監視することが可
能になってきました。

2017年に制定された「宇宙産業ビジョン2030」では，観
測衛星数の増加と観測性能の高度化によるデータ量の飛躍
的な増大に対して，衛星データ利用促進に向けた環境整備
とともに，衛星データのオープン＆フリー化推進の指針が
示されています。データプラットフォームの整備に加え，
AI（Artificial Intelligence）等の情報処理技術や5G等の通
信技術の積極的な導入によって，効率的なデータ解析が可
能になり，ユーザーに分かりやすい情報を提供することで
付加価値を高められ，衛星データ利用が進展することが期
待されます。また，衛星データ利用ビジネスに携わるス

テークホルダーが増えることによって，新たな人材と技術
が育成され，衛星データ利用が更に発展するという好循環
につながります。衛星データを利用したソリューションビ
ジネスは，甚大な被害を及ぼす大地震や台風・集中豪雨に
よる風水害等の大規模災害への対応，地球規模の気候変動
等の課題の解決策の一つになり得るものと考えています。

準天頂衛星システムは日本独自の衛星測位システムとし
て，衛星４機体制が構築され，2018年11月からサービス
が開始されました。センチメータ級の位置補正情報がリア
ルタイムに日本全土に提供されています。高精度位置情
報に高精度な地図を組み合わせることによって，自動車の
自動運転，交通管制，IT農業，情報化施工等の様々な分
野で新しいサービスの創出が急速に進み始めました。自動
車には高精度な位置情報受信機に加え，周囲の状況を把握
するためのセンサが搭載されています。ミリ波を利用した
レーダシステムの高性能化も自律型の自動運転の実用化に
は必須の技術です。これらの製品とサービスを提供するこ
とが，少子高齢化がより顕著になった日本の社会的課題の
解決につながることを期待しています。

携帯情報端末が日常生活に欠かせなくなった情報通信社
会では，無線通信インフラを安定して利用できる環境を確
保することも重要な課題となります。幅広い周波数範囲の
電波が利用される中で，違法電波等による電波干渉を防ぎ，
安全にかつ安心して無線通信を行えるようにする電波監視
設備の役割が高まっています。

この特集では持続可能な社会の実現のために，社会的
ニーズがますます高まると考えられている地球環境監視での
衛星利用，自動運転実現に向けての位置情報システムの高度
化，電波通信利用の安全性確保のための技術についての概
要とともに，利活用に向けた可能性について述べます。三菱
電機は宇宙，測位，統合センサの分野で培った高度な技術
とAI等の革新的技術との融合によって安心・安全・快適な
社会の実現に貢献できる製品とサービスを提供していきます。

（注１）	 環境省「気候変動時代における令和２年度環境省予算案のポ
イント」による。

Senior Adviser, Electronic Systems Group
電子システム事業本部 本部長付
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宇宙利用・無線技術によって安心・安全・快適な社会の実現に貢献
当社は，観測衛星・防災ソリューション，温室効果ガス・水循環・気象観測，電波監視，センチメータ級測位による“安心・安全な社会と地球

規模の課題解決”への貢献，宇宙ステーションに続く国際協力プログラムである月・火星実利用への参画による“持続的成長”への貢献を目指す。

第５期科学技術基本計画（2016年）の閣議決定によって，
サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）の高
度な融合によって“超スマート社会”と“地球規模の課題の
解決”を目指す“Society5.0”の指針が明確化された（1）。

背景には計算機・通信・半導体・遺伝子工学・アルゴリ
ズム・ロボティクス・材料等の要素技術の革新を反映し，
IoT（Internet of Things），AI（Artificial Intelligence），
機械学習，5G（5th Generation），自動運転，宇宙空間利
用に代表される実利用が世界的に加速している状況がある。

Society5.0では①国及び国民の安全・安心の確保と豊か
で質の高い生活の実現，②地球規模の課題への対応と世界
の発展への貢献，③持続的な成長と地域社会の自律的な発
展の三つの大きな指針が掲げられている。

これに対し，三菱電機が持っている観測衛星・防災ソ
リューション技術・高精度測位信号生成技術・気象衛星開
発などの宇宙利用・インフラ構築技術や，通信干渉を監視
する施設，自動運転のための高性能車載ミリ波レーダモ
ジュールなどの無線利用技術によって，“安心・安全の確保
と質の高い社会”の実現に貢献することができる。また温
室効果ガス観測技術衛星や衛星搭載マイクロ波放射計によ
る継続的な地球全体の温室効果ガス観測や水循環の物理量
観測によって“地球規模の課題解決”に貢献している。“持
続的成長”に関しては，今後本格化する5Gや移動体通信に
対応するための通信衛星への取組みや，2020年代の国際
協力プログラムである月周回ステーションGatewayや月
面基地，さらに火星実利用への技術貢献が期待できる。

従来通信衛星（Es’hail2の例）
　化学推進系 ・ 14kW級
　成形ビーム ・ スループット～10Gbps
　アナログペイロード

状況
把握

観測要求
（タスキング）

観測計画
運用

災害
発生

観測
データプロダクト

被災地
防災インタ
フェース
システム

衛星地上
システム

ALOS－2 

ALOS－3
開発中

ALOS－4
開発中防災ソリューション

災害速報図

コマンド

ダウン
リンク

海外衛星
（センチネル ・ 災害
 チャータ）含む

高分解能レーダ ・ 
光学観測衛星の開発

平時は画像を
アーカイブ

JAXA提供

自動運転

IT農業

三次元地図自動生成

インフラ監視

準天頂衛星
システム

ミリ波レーダ
モジュール
車間センサ

センチメータ級信号 内閣府提供

台風可視画像
（毎2.5分領域観測）

JAXA提供
気象庁提供温室効果ガス世界資料センターと

「いぶき」による二酸化炭素濃度
分布例（平成30年5月）

いぶき

いぶき2号

ひまわり8号 ・ 9号

©JAXA
©JAXA

月の本格的な利用
火星ミッション

国際宇宙ステーション
は民間運用へ

HTV ・ HTV－X
による物資輸送

高精度着陸技術
ローバ， 遠隔高速通信

月周回ステーション
（Gateway）
月極域探査

軌道間輸送， 軌道上サービス
遠隔通信， 将来補給機

月周回ステーションGateway， 月の実利用

ETS－9
　全電化推進系 ・ 25kW級
　マルチビーム ・ デジタルペイロード
　の開発を進めてスループットを拡大

Society5.0 ③持続的な成長と地域社会の自律的な発展①国及び国民の安全 ・ 安心の確保と
　豊かで質の高い生活の実現

通信衛星のスループット拡大 JAXA提供

Es’h1il－2衛星

②地球規模の課題への対応と世界の発展への貢献

宇宙利用・無線技術による
安心・安全・快適な社会への貢献
Space Use and Wireless Technologies to Contribute Secure, 
Safe and Comfortable Society 小山　浩†

Hiroshi Koyama
関根功治＊

Koji Sekine

ALOS：Advanced Land Observing Satellite，ETS：Engineering Test Satellite，HTV：HⅡ Transfer Vehicle
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1．ま　え　が　き

Society5.0の指針を受け，内閣府と宇宙政策委員会は
2017年５月に“宇宙産業ビジョン2030”を発表した（2）。そ
の中で，宇宙産業は2010年代以降継続している第４次産
業革命を進展させる原動力であり，成長産業を創出するフ
ロンティアと位置付けている。宇宙産業は従来，科学技術
や安心・安全のための社会インフラの基盤であるが，別
の側面として近年は産業的な観点から，ビッグデータ・
IoT・AI・ 5Gによるイノベーションやネットワークとの
結合の重要性が認識されている。観測衛星も通信衛星も
セキュリティを担保しつつ，そのスペースノードをコン
シューマーノードへネットワーク化することでサービスの
相補性や情報を取得するターンアラウンドの向上を図るこ
とができると考える。“宇宙産業ビジョン2030”では，民
間の役割拡大を通じ，宇宙利用産業も含めた宇宙産業全体
の市場規模（現在1.2兆円）の2030年代早期倍増を目指して
いる。

当社は“ライフ”“インダストリー”“インフラ”“モビリティ”
の四つの領域での社会課題解決に向けた価値を創出し，
Society5.0と持続可能な開発への貢献を目指している。

本稿では“宇宙利用”と“無線技術”に注目し，“宇宙利用”
による防災・地球環境監視・高精度測位・自動運転技術等
を通した“ライフ”“インフラ”“モビリティ”の高度化，“無

線技術”を活用した車載ミリ波レーダモジュールやセンチ
メータ級小型受信端末，将来高速衛星通信による“インダ
ストリー”の持続成長への取組みなどを例に，当社が開発・
整備・運用する最新技術について述べる。

2．安心・安全の確保と質の高い社会の実現

2. 1　地球観測・気象観測による安心・安全の確保

“宇宙利用”で喫緊の実利用が求められている分野が防災
分野である。近年は自然災害の発生頻度と規模が深刻さを
増しているが，光学センサ（可視及び赤外波長）及び合成開
口レーダ（Lバンド等の無線帯域）を搭載する複数の衛星を
連携させ，平時は画像の効率的な蓄積と災害予防や減災を
目的とした河川・海岸などのインフラ監視を行い，発災
時はこれらアーカイブと緊急観測で得られる情報から迅速
なプロダクト提供をワンストップサービスで行う（詳細を
この特集号の論文“防災向け衛星観測ソリューション”に
示す）。国立研究開発法人 宇宙航空研究開発機構（JAXA）
が運用中のALOS－2（陸域観測技術衛星２号），開発中
のALOS－3／ALOS－4（3）やセンチネルアジア，国際災害
チャータ等の海外観測衛星データも利用し，自然災害の多
い日本の安心・安全な社会の実現を目指している。当社が
参画しているレーダ観測衛星・光学観測衛星・温室効果ガ
ス観測衛星の代表諸元と系譜を図１に示す。周回観測衛星

打上げ年

・ 衛星システム
・ 温室効果ガス観測センサ2型

1990  2000  2010 2016 2018 2020 

ふよう1号
（JERS－1）

みどり1号／2号
（ADEOS－1／－2）

だいち2号
（ALOS－2）

だいち1号
（ALOS－1）

いぶき
（GOSAT－1）

©気象庁

©気象庁

©JAXA

先進レーダ衛星（ALOS－4）開発中
©JAXA

©JAXA

©JAXA

©JAXA

©JAXA

©JAXA©JAXA ©JAXA

先進光学衛星（ALOS－3）開発中ひまわり8号／9号
（静止気象）

ひまわり7号
（静止気象）

太字は当社担当箇所を示す。

・ 衛星システム
・ Lバンド合成開口レーダ
　分解能18m×観測幅75km

・ 衛星システム
・ AVNIR光学系
　8m／16m×80km
・ AMSR電波センサ
　7～89GHz

・ 衛星システム
・ 気象観測システム
　可視1km， 赤外4km
　5ch， 全球30分

・ 衛星システム

・ 衛星システム
・ 気象観測システム
　可視0.5km／赤外2km～
　全16ch／全球観測10分

光学観測衛星

レーダ観測衛星

温室効果ガス観測衛星
いぶき2号

・ 衛星システム
・ Lバンド合成開口レーダ（PALSAR－2）
　スポットライト1m（Az）×3m（Rg）×25km（Az／Rg）
　高分解能3m／6m／10m×50km／50km／70km
　広域60m／100m×350km／490km

・ Lバンド合成開口レーダ（PALSAR－1）
　高分解能7～44m／40～70km
　広域100m／250～350km
・ AVNIR－2光学系
　マルチ（4）△ 10m／70km

・ 衛星システム
・ Lバンド合成開口レーダ（PALSAR－3）
　スポットライト1m（Az）×3m（Rg）
　×35km（Az／Rg）　
　高分解能3／6／10m
　×100～200km
　広域25m×350km／490km
　DBF（Digital Beam Forming）採用

・ 衛星システム
・ 光学系（PRISM－2）
　パンクロ（1）△0.8m×70km
　マルチ（6）   △3.2m×70km

図１．レーダ観測衛星・光学観測衛星・温室効果ガス観測衛星シリーズの性能諸元と系譜
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とともに最新の気象衛星開発と安定運用も安心・安全な社
会のための重要なインフラであり，ひまわり８号／９号は
高頻度・高精度観測によって局所的な気象予報を可能にし
ている。被災地に対して災害速報図等の防災対応用プロダ
クトを迅速に提供する観測衛星・防災ソリューションのフ
ローを図２に示す。
“宇宙利用”に関しては，ALOSシリーズやDigital Globe

社（Maxar社）のWorld Viewなどの高分解能中型観測衛
星と並行して，海外では最大200機程度の小型衛星によっ
て観測幅は小さいが高頻度でターンラウンドの早いコン
ステレーションシステムも稼働している。①Planet社（米，
Terra Bella社，Google社協業）の分解能１～３m／約140
機（2019年４月），②BlackSky Global社（米，欧州Thales 
Space社協業）の分解能約１m／2021年までに16機（計画最
大60機）などが有名である。従来のリモートセンシングが
地形・収穫・人工物を画像として利用するのに対し，機械
学習を活用して石油備蓄や来店状況等の経済市況のサービ
ス（Orbital Insight社の機械学習）や，さらに米国では安
全保障の観点からも重要視されている。これらのスタート
アップ企業はファウンダー・IT大手・従来衛星オペレー
タ・衛星製造企業・政府と提携し，膨大な画像情報から
AI・機械学習を用いて“情報”を自動抽出し，経済指標や
インテリジェンスを提供する業態へと進化しつつある。

この重要性は“増大する画像データ”という観点からも
推測できる。図３にALOS－1～ALOS－4の画像データ
の伝送レート合計（DT：直接伝送＋衛星間通信）を示す。
ALOS－2で は 約1,080Mbpsで あ っ た が，ALOS－3及 び
ALOS－4では約3,600Mbpsのデータレートを必要として

いる。先に述べた米国の趨勢（すうせい）からも分かるよう
に，今後観測衛星の高分解能化・観測幅拡大・観測頻度増
大（コンステレーションによる機数増）・バンド数拡大がさ
らに進む中で，“迅速で確かな経済指標や安心・安全のため
の情報”をユーザーに迅速に提供するには，地上での機械
学習・AIに代表される技術革新とともに，情報抽出まで
オンボードで行ってダウンリンク量を“必要情報”に最適化
するためのデジタル処理と衛星側ソフトウェアの高度化も
目標となる。

2. 2　センチメータ級測位システムによる安全・快適性の向上

2018年11月からサービス開始された準天頂衛星システム
によるセンチメータ級測位補強サービス（Centimeter Level 

状況把握

観測要求
（タスキング） 観測計画運用災害発生

観測データプロダクト

被災地
防災
インタフェース
システム

衛星地上
システム

ALOS－2 

ALOS－3開発中

ALOS－4開発中防災ソリューション

災害速報図

ダウンリンク

高分解能レーダ ・ 光学観測衛星の開発

平時は画像を
アーカイブ

JAXA提供

コマンド

海外観測衛星との協調

センチネルアジア
タイTHEOS－1， 台湾FORMOSAT－5等
国際災害チャータ
Worldview， RapidEye， Sentinel， TerraSAR等

図２．観測衛星・防災ソリューションのフロー
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DT ： 直接伝送， ALOS－3はX－DTも搭載
するが主に1,800MbpsのKa－DTを使用

ALOS－3はX－DT（直接伝送系）も搭載するが主に1,800MbpsのKa－DT
を使用。 ALOS－4はKa－DT（2周波）で3,600Mbps伝送のモードと， 光
衛星間とKa－DT（1周波）で3,600Mbps伝送のモードがある。

図３．ALOSシリーズのデータ伝送レート（代表値）
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Augmentation Service：CLAS）は，自動走行・IT農業・
安全運転支援・インフラ監視等への利用が進められている。
この分野でも“宇宙利用”と“無線技術”によって，市場拡大
が期待される自動化サービス・無人化サービスを，車載ミ
リ波製品やセンチメータ級測位受信機と組み合わせ，より
安全で快適な社会の実現に貢献可能である。

CLASはオープン仕様の衛星配信型の高精度・高信頼度
な測位補強システムであり，センチメータ級精度とコンス
テレーションアベーラビリティ0.999以上（サービス開始後
半年実績，仕様は0.99）という高い信頼性を２kbpsという
少ない衛星配信データで実現する世界初のシステムである。
測距誤差の主要因は，①衛星に起因するGlobal誤差（衛
星軌道誤差，衛星クロック誤差，衛星信号バイアス誤差），
②地域に起因するRegional誤差（電離層遅延，対流圏遅
延），③ユーザー受信機に起因する誤差（マルチパス，受信
機バイアス誤差）の３種類に分類される。これらの測距誤
差と各補強方式による補正の比較を図４に示す（4）。CLAS
は高精度・広域性・迅速性・低データレートという利便
性を同時に実現するため，ユニークな方式を採用し，①
と②の誤差を補正している。図４の中でRTK（Real Time 
Kinematic）方式は，基準局観測量を用いたコード及び搬
送波位相測距誤差の補正による精密解を数秒の初期化時間
で推定可能という長所を持つが，課題として基準局からの
距離が10km程度という狭域性や基準局の観測データを直
接用いるOSR方式（Observation Space Representation：
観測空間表現）に由来する基準局との通信データ量の多さ
が挙げられる。

PPP（Precise－Point Positioning）方式は広域に配置し
た複数の監視局受信機の観測データによってSSR（State 
Space Representation：状態空間表現）方式を用いて①
の衛星に起因するGlobal誤差をユーザー受信機に低デー
タレートで送信するため，RTK方式の課題を低減できる。
一方通常は，②のRegional誤差をユーザー受信機側で推
定するため，精密解を得るまでの初期化（最初の測位収束
時間）に20分以上かかる。CLASはPPP－RTK方式によっ
て両方式の長所を生かしつつ，国土地理院が配備している
全国合計1,300局の電子基準点網を利用し，Global誤差だ
けでなく②のRegional誤差をSSRによって推定すること
でPPP方式の初期時間が長いという課題も克服している。
配信データを更に最小化するために，各誤差のダイナミクス
の周波数成分に応じて更新頻度や分解能を更に最適化（例：
衛星クロックは５秒，そのほかは30秒周期）し，２kbpsと
いう従来の高精度補強システムの約1/1,000の伝送量の実
現と30秒以下の初期化時間を実現している。

表１にCLASの主な仕様を示す。

表１．CLASの主な仕様
項目 仕様

補強対象のGNSS信号

GPS：L1C/A，L1C，L2P，L2C，L5
QZSS：L1C/A，L1C，L2C，L5
Galileo：E1b，E5a
GLONASS（CDMA）：L1OS，L2OS

サービスエリア 日本国及び領海（80万km2）
位置精度

（オープンスカイ，95%）
静止体：水平6cm／垂直12cm
移動体：水平12cm／垂直24cm

初期化時間（95%） 60秒以下（補強情報取得時間含む）
サービス可用性*

（*サービス継続性や日本からの
高仰角性を仕様化したもの）

0.99以上（コンステレーション）
0.97以上（衛星）
0.92以上（高仰角（60°））

GPS　 ：Global Positioning System
QZSS　：Quasi－Zenith Satellite System
CDMA：Code Division Multiple Access

対流圏

衛星軌道誤差

衛星クロック誤差

電離層遅延

衛星信号バイアス誤差

対流圏遅延

マルチパス

受信機バイアス誤差

RTK（OSR） PPP（SSR） PPP－RTK（SSR）CLAS方式

ユーザー受信機

測位衛星

衛星起因のGlobal誤差

30秒

5秒

30秒

30秒×Nn

30秒×Nn

Ns ： 基準局数
Nn ： ネットワークの数
OSR ： Observation Space Representation
SSR ： State Space Representation

地域に起因するRegional誤差

ユーザー受信機に起因する誤差

レ
ン
ジ
補
正
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軌道

時刻
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デ
ー
タ
量
多
い

デ
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少
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図４．測距誤差種類と各補強方式の特徴（4）
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自動走行は，GNSS（Global Navigation Satellite Sys-
tem）の測位衛星群や地上測位システム，CLASシステム
などの宇宙側インフラだけでなく，ユーザー側インフラで
ある三次元地図生成・維持やセンチメータ級測位受信機，
車載ミリ波装置，移動体，センサ，IT，アプリケーショ
ンを含めたシステムである。図５に当社が開発したCLAS
小型受信端末や三次元地図によって社会の高度化・自動化
や安心・安全の向上に貢献するためのアプリケーションを
示す。当社は衛星から端末・利用形態を含む総合的なソ
リューション提供を目指している。

3．地球規模の課題解決

Society5.0で定義されている地球規模の課題解決に関して
は周回観測衛星による地表・海面・大気観測によって，地球
規模の環境変化監視への大きな貢献が可能である。2. 1節で
示したALOSシリーズによる高精度観測も防災だけではな
く土地被覆・氷床・森林・地形変化等の地球環境の変化を
光学センサやレーダで定期的にモニタすることで貢献して
いるが，当社がJAXAと継続的な開発・運用を行っている

AMSR（高性能マイクロ波放射計）シリーズは，“無線技術”
によって地表及び大気から自然放射される微弱電波を多周
波のマイクロ波（７～89GHz）で受信し，水蒸気量，降水
量，海面温度・風速，輝度温度等の水循環に関する地球
物理量の観測で大きな貢献をしている（5）。表２にAMSR，
米国Aquaに搭載したAMSR－E，水循環変動観測衛星し
ずく（GCOM－W1）で運用中のAMSR－2の主な性能向上比
較を示す。近年では気象衛星データとともにAMSR－2の
輝度温度による数値気象予報精度の向上や台風の内部構造

表２．AMSRシリーズの性能向上比較
周波数

（GHz）
バンド幅
（MHz） 偏波

　空間分解能（km）
AMSR AMSR－E AMSR－2

6.925
（AMSR2は7.3追加） 350

V/H

50 43.0 35

10.65 100 50 29.0 24
18.7 200 25 16.0 14
23.8 400 25 18.0 15
36.5 1,000 15 8.2 7
89.0 3,000 5 3.5 3
50.3 200

V
10 — —

52.8 400 10 — —
観測幅 1,600km 1,450km 1,450km

自動運転

IT農業(北海道)

0.3m

3.5m

自動走行
レーン変更

北海道大学での
IT農業実験

計測車（MMS）の位置は準天頂CLASによって
センチメータ級測位。 レーザと光学系で周囲
をデジタル化。

MMS ： 三菱モービルマッピングシステム， MAAS ： Mobility As A Service， SIP ： 戦略的イノベーション創造プログラム， AR ： Augmented Reality

自動トラクタ(北海道)

インフラ監視 ・ 災害シミュレーション

MAAS実証（内閣府SIP）

パーソナルナビ ・ AR提供

船舶のドックパーキング

ドローン自動運航（経済産業省） 除雪走行
（東日本高速道路㈱）

ドローン自動
配達（将来）

センチメータ級測位受信機。 u－Blox社製の
専用受信チップ採用によって小型化。
90×90×30mm。 ドローンへの搭載も可能。

準天頂システム CLAS小型受信端末

AQLOC－Light

自動運転のための三次元地図

内閣府提供

図５．センチメータ級測位システムによる社会の高度化・自動化
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の観測，高層水蒸気量による進路予測精度向上への貢献，
また水産庁海洋技術室ではAMSR－2の海面水温データに
よって，ほかの海洋環境データと統合して中長期の漁海況
予報に役立てている（6）。

当社が開発を担当したAMSRシリーズと温室効果ガス
観測技術衛星（いぶき１号は衛星，いぶき２号は衛星及び
温室効果ガス観測センサ２型を担当）の運用状況を図６に
示す。長期にわたる継続的運用によって地球規模の温室効
果ガスや水循環などの環境変化監視に貢献している。

4．“持続的成長”の実現

“持続的成長”のためには地球環境維持を優先しつつ，先
端技術による経済成長を両立させる必要がある。5G等で
通信量が飛躍的に増大する時代は目前であるが，“宇宙利用
技術”“無線技術”によって占有帯域・電力・質量等の衛星
リソースを従来衛星と同一規模に抑制しつつ，全体通信量
を100倍以上に飛躍的に増大できるHTS（High Through-
put Satellite），さらにそのデジタル化が始まっている。
図７に示すとおり，供給サイドの全通信量は2023年に
20Tbpsを超える予測も示されている。当社は従来型通信
衛星（アナログ中規模HTS，化学推進系）に関して実績を
持つが，さらに“①デジタルペイロードによって周波数変
換・接続・帯域・覆域・軌道位置をソフトウェアで再構成
可能にするSoftware Defined Satellite”“②全電化推進系
による打上げ質量削減（静止衛星で化学推進衛星のおおむ
ね1/2）”を組み合わせた新しい通信衛星を早期に実現する
必要がある（7）。技術試験衛星９号機プログラムでJAXA・
総務省と連携してこれらの開発を進め，さらに欧米各社の
最新動向も取り入れつつ新規技術の獲得及び事業推進を実
施していく。

また宇宙利用の“持続的成長”の別の分野として，民間運
用に移行する宇宙ステーションに代わる2020年代の国際

協力プログラムである月周回ステーションGatewayや月
面基地，さらに火星実利用がある。多くのプログラムで
培った無人輸送技術・ランデブ技術，さらに遠隔高速通信，
ロボティクス等を活用してこれらのプログラムに貢献する。

5．む　す　び

Society5.0で示された“国及び国民の安全・安心の確保
と豊かで質の高い生活の実現”“地球規模の課題への対応と
世界の発展への貢献”“持続的な成長と地域社会の自律的な
発展”に対して，宇宙利用・無線技術を中心に当社が貢献
する事業と最新技術について述べた。自動化・無人化・高
精度化をキーワードに，要素技術とともに今後ますます重
要となるシステム全体のソリューション構築に取り組んで
いく。
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センサ名 衛星名 2000～ 2010～ 2020～

AMSR みどり2号（ADEOS2） 2002～2003

AMSR－E Aqua（米国衛星）

AMSR－2 しずく（GCOM－W1） 運用中

FTS－1 いぶき１号（GOSAT－1）衛星システムを担当 運用中

FTS－2

FTS ： Fourie Transform Spectrometer

いぶき２号（GOSAT－2） 2018～ 運用中

2009～

2002～2015

2012～

センサFTS－2と衛星を担当

図６．AMSRシリーズ，GOSATシリーズの運用
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防災インタフェースシステムと衛星データによるインフラ監視
防災インタフェースシステムは，防災・災害対応を行う国内外の機関からの緊急観測やプロダクト提供等の要求受付から，光学衛星及びレー
ダ衛星のデータから生成した各種プロダクトの提供までを，ワンストップサービスで実現する。衛星データの防災向け利用として，災害予防・
減災を目的とした河川堤防などのインフラ監視を主体とする衛星データ解析サービスが検討されている。

©JAXA analyzed by MELCO
©2015 JAXA analyzed
　by Mitsubishi Electric©JAXA

災害
発生

被災地

防災インタフェースシステム

衛星データによるインフラ監視

発生
通知 観測要求立案

タスキング機能

観測要求
送付 観測計画

コマンド
アップリンク

観測

データ
ダウンリンク

軌道上

衛星地上システム防災インタフェースシステム

データ提供プロダクト作成
プロダクト
提供

状況
把握

災害
対策

三菱電機では，防災分野での衛星観測ソリューションに
ついて，①衛星データの実利用の促進，効率化を図る防
災向け衛星観測インタフェースシステムの構築，②平時
での災害予防・減災を目的とした河川堤防・海岸堤防など
のインフラ監視を主体とする衛星データ解析サービスの
提供に取り組んでいる。①では，国立研究開発法人 宇宙
航空研究開発機構（JAXA）の防災インタフェースシステム
を2017年度から開発中である。防災インタフェースシス
テムは，防災・災害対応を行う国内外の機関からの緊急観
測やプロダクト提供等の要求受付，光学衛星及びレーダ
衛星のデータから生成した各種プロダクトの提供を，ワ
ンストップサービスで実現する。②では，サービス提供
の実現に向け，インフラ監視に対する衛星データ利用の可

能性・有用性の実証を行う段階にあり，国立研究開発法人 
防災科学技術研究所（防災科研）で推進されている戦略的イ
ノベーション創造プログラム（SIP）「国家レジリエンス（防
災・減災）の強化」で，合成開口レーダ（SAR）衛星の時系
列観測データを用いたインフラ監視の実証実験を実施しよ
うとしている。防災インタフェースシステムの2020年度
の開発完遂を目指すとともに，並行して機能高度化の検討
開発を進め，防災向け衛星観測インタフェースシステムと
して拡充を図る。衛星データによるインフラ監視の実証実
験で衛星データの有用性を示す確実な成果を挙げるととも
に，サービス実現に向けた当社独自サービスの具体化・差
別化の検討を進める。

清水　聡＊

Satoshi Shimizu

防災向け衛星観測ソリューション
Earth Observation Solutions for Disaster Prevention
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1．ま　え　が　き

観測衛星から得られる情報の多様化・高頻度化・高精度
化が進み，それを活用した多様な分野でのソリューション
創出が期待されているが，その中の一つに，地震・火山・
土砂・風水害等に対する発災時の状況把握・解析，平時で
の災害予防・減災のための監視といった，防災を目的とし
たソリューションがある。

当社では，防災分野での衛星観測ソリューションとして，
現状，次の二つに取り組んでいる。一つは，JAXAの防災
インタフェースシステムをベースとした，衛星データの実
利用の促進，効率化を図る防災向け衛星観測インタフェー
スシステムの構築，もう一つは，平時での災害予防・減災
を目的とした河川堤防・海岸堤防・港湾施設などのインフ
ラ監視を主体とする衛星データ解析サービスの提供である。

本稿では，現在開発中のJAXAの防災インタフェース
システムとインフラ監視サービス実現の初期段階として実
施するインフラ監視の実証実験について述べる。

2．防災インタフェースシステム

2. 1　概　　要

防災インタフェースシステムは，防災・災害対応を行う
国内外の機関からの緊急観測やプロダクト提供等の要求受
付，光学衛星及びレーダ衛星のデータから生成した各種プ
ロダクトの提供を，ワンストップサービスで実現するこ
とを目指している。観測要求受付からデータ提供までを
円滑に実現するため，陸域観測技術衛星２号（ALOS－2），
先進光学衛星（ALOS－3），先進レーダ衛星（ALOS－4）等
の複数の衛星と，防災関係機関等のユーザーとのインタ
フェースを一元的に担う共通システムとして整備されている。

図１に防災インタフェースシステムを示す。また，表１に

防災インタフェースシステムに連接する外部システムを示す。

2. 2　機　　能

防災インタフェースシステムは，表２に示す機能で構成
している。

表２．防災インタフェースシステムの機能
機能名 機能概要

タスキング ・防災ユーザーからの防災対応用プロダクト提供要求を基に，衛星の緊急観測やアーカイブデータの提供に関する要求を立案する。

データ保存
管理

・光学／レーダ観測衛星から提供された標準プロダクト及び防災インタフェースシステムで作成した防災対応用プロダクトの保存管理を行う。
・各種補助情報の保存及び更新を行う。
・光学／レーダ観測衛星のカタログ情報の保存管理を行う。

外部インタ
フェース

・関連する衛星の地上システム，防災ユーザー，補助情報提供元との情報のやり取りを行う。
・防災ユーザーから受け付けた防災対応用プロダクト提供要求を，タスキング機能に送付する。
・光学／レーダ観測衛星から提供された標準プロダクトや災害対応処理機能で作成した防災対応用プロダクトを，防災ユーザーに提供する。

災害対応処理 ・光学／レーダ観測衛星から提供された標準プロダクトと補助情報を用いて，防災対応用プロダクトを作成する。
ステータス管理 ・各機能での処理の進捗や防災ユーザーへのデータ提供状況等の管理を行う。

ユーザー管理
・防災ユーザーのアカウント管理やユーザー認証を行う。
・防災ユーザーに応じたデータ利用や処理機能提供の権限の管理を行う。
・災害種別や防災対応の枠組みに応じた，防災ユーザーのグルーピングやプロダクト伝送の優先度の設定等を行う。

その他 ・ヘルプ機能によって，防災ユーザーによる防災インタフェースシステムの操作をサポートする。
・訓練機能によって，関係者による防災・災害対応時の訓練を行う。

表１．防災インタフェースシステムに連接する外部システム
連接外部システム 関連衛星

ALOS－2利用・情報システム ALOS－2
ALOS－3衛星運用システム

ALOS－3
ALOS－3利用推進システム
ALOS－4利用・情報システム

ALOS－4ALOS－4利用推進システム
ALOS－4衛星管制・
ミッション運用システム
火山活動・林野火災速報システム －
地震被害推定システム －
防災機関災害情報システム －

センチネルアジア

Resourcesat－2
Cartosat－2
VNREDSat－1A
THEOS－1
FORMOSAT－5
DubaiSat－2

国際災害チャータ

RapidEye
WorldView－1／2／3／4
GeoEye
Sentinel－2A／2B
TerraSAR－X／TanDEM－X
RADARSAT－2
Sentinel－1A／1B

バイ協定機関 －

災害
発生

被災地

発生
通知 観測要求立案

タスキング機能

観測要求
送付 観測計画

コマンド
アップリンク

観測

データ
ダウンリンク
軌道上

衛星地上システム防災インタフェース
システム

データ提供プロダクト作成
プロダクト
提供

状況
把握

災害
対策

図１．防災インタフェースシステム
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2. 2. 1　タスキング機能

タスキング機能は，Webブラウザを用いたインター
ネット経由で受け付けた防災ユーザーからの防災対応用プ
ロダクト生産要求に基づいて，衛星への緊急観測の要求及
びアーカイブデータの提供要求を作成する。表３に，緊急
観測要求に対応可能な衛星の一覧を示す。

要求立案では，観測対象データベース（重要施設・イン
フラ情報等を含み，大規模災害時の観測対象や観測の優先
順位をデータベース化したもの）及び観測条件データベー
ス（災害種別ごとの複数衛星の観測センサや観測条件，抽
出可能情報をデータベース化したもの）に基づき，災害種
別ごとに有効な観測が可能なシーンを緊急観測の候補とし
てWeb GIS（Geographic Information System）上に表示
し，立案の支援を行う。図２にタスキング機能による要求
立案時の画面イメージを示す。

タスキング機能で立案された衛星への緊急観測要求は，
外部インタフェース機能によって，各衛星の地上システム
に送信される。

2. 2. 2　災害対応処理機能

災害対応処理機能は，外部インタフェース機能によって
各衛星の地上システムから受領した衛星の標準プロダクト，
防災インタフェースシステムで保存管理されている各衛星
の標準プロダクト，地図情報及び補助データ（河川氾濫エ
リア，降水情報等）を用いて，防災ユーザーに提供する防
災対応用プロダクトを作成する。表４に，災害対応処理機
能で作成する防災対応用プロダクトの種類と概要を示す。

次に，主要な防災対応用プロダクトについて補足する。
⑴	 災害速報図

災害速報図は，光学観測衛星及びレーダ観測衛星の標準
プロダクトから，浸水域や土砂崩落域を含む被害区域を抽

出した図で，基本的に自動で作成される。図３に災害速報
図のイメージを示す。

図２．タスキング機能の画面イメージ

表４．防災対応用プロダクト
プロダクト名 概要

緊急観測プロダクト（光学） ・光学観測衛星が緊急観測したデータから作成した標準プロダクト及びこれらから作成したパンシャープン画像。
緊急観測プロダクト（レーダ）・レーダ観測衛星が緊急観測したデータから作成した標準プロダクト。
発災前プロダクト（光学） ・光学観測衛星が過去に観測したデータから作成した標準プロダクト及びこれらから作成したパンシャープン画像。
発災前プロダクト（レーダ） ・レーダ観測衛星が過去に観測したデータから作成した標準プロダクト。

だいち防災マップ

・ALOS－3又はALOSの観測したデータに地図情報等を重畳したプロダクト。
・光学画像はパンシャープン画像を使用。
・プロダクト作成の対象範囲は日本国内とする。
・ALOS－3のベースマップ整備後は，ALOS－3の最新のベースマップを使用。

災害速報図
・光学観測衛星又はレーダ観測衛星の緊急観測で取得したデータを基に，自動処理で被災域の識別等を行った画像情報及び
　浸水域・土砂災害域などの被害域を自動抽出したポリゴン情報。
・防災ユーザーからの要求内容に応じて，注目箇所の自動及びマニュアルでの切り出し処理を実施。

被害区域図 ・災害速報図に解析者がマニュアル判読等を行い，各被害域の抽出精度を高めたプロダクト。
光学／レーダ複合プロダクト ・光学観測データとレーダ観測データのそれぞれの特徴と長所を合わせ，被害域と被災地物の両方を識別させたプロダクト。

その他
・被災した地物の識別等，高付加価値なデータを重ね合わせた情報。
・火山活動・林野火災速報システムが作成する地表面温度や火山活動状況のプロダクトを含む。
・JAXA／EORC，西日本衛星防災利用研究センター，解析を自ら実施する防災ユーザーが作成したプロダクト等を含む。

EORC：JAXA地球観測研究センター

表３．緊急観測要求に対応可能な衛星
種類 衛星名

光学観測
衛星

ALOS－3
センチネルアジアに加盟している宇宙機関の光学観測衛星
　Resourcesat－2
　Cartosat－2
　VNREDSat－1A
　THEOS－1
　FORMOSAT－5
　DubaiSat－2
国際災害チャータに参加している宇宙機関の光学観測衛星
　RapidEye
　WorldView－1／2／3／4
　GeoEye
　Sentinel－2A／2B
商用光学衛星
　SPOT－6／7
　Pleiades－1A／1B

レーダ観測
衛星

ALOS－2
ALOS－4
国際災害チャータに参加している宇宙機関のレーダ観測衛星
　TerraSAR－X／TanDEM－X
　RADARSAT－2
　Sentinel－1A／1B
COSMO－SkyMed
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⑵	 被害区域図
被害区域図は，災害速報図に対し，運用者が災害対応処

理機能で提供される各種編集機能（切り出し，拡大・縮小，
各種補助データや地図情報の重畳，被害域／浸水域のポリ
ゴンの作成）を用いて，被害域の抽出精度の高度化，防災
ユーザー向けの補足説明追加等の加工をしたものである。
図４に被害区域図の作成画面イメージを示す。
⑶	 光学／レーダ複合プロダクト

光学／レーダ複合プロダクトは，光学観測衛星及びレー
ダ観測衛星の標準プロダクトや浸水域抽出情報，建物ポリ
ゴン，DEM（Digital Elevation Model）情報等を重ね合わ
せ，各々の衛星データの特徴を生かして，防災ユーザーに
災害推定情報を提供するものである。図５に光学／レーダ
複合プロダクトの作成画面イメージを示す。

2. 3　今後の計画

防災インタフェースシステムは，現在開発中であり，
2020年度から運用が開始される予定である。一方，並行
して，SIPの「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」で，
タスキング機能を中心に高度化が検討されている。検討，
試作等を経て，2021年度から防災インタフェースシステ
ムの改良が計画されている。

3．防災向けインフラ監視の実証実験

衛星データ解析サービスを中核とした防災向けソリュー
ションについては，SIPでの社会実装検討等を活用した，平
時での利用を含んだインフラ監視サービスの提供や，防災
向けの衛星データ解析アプリケーションの提供等による事
業化が検討されている。現在は，事業化に向けた最初のス
テップとして，インフラ監視に対する衛星データ利用の可
能性・有用性について実証実験を実施する段階にある。次
に，防災科研から請け負っている実証実験について述べる。

実証実験の目的は，SIP課題「国家レジリエンス（防災・
減災）の強化」（管理法人：防災科研）に位置付けられ，防災
科研が推進しているテーマⅡ「衛星データ等即時共有シス
テムと被災状況解析・予測技術の開発」で，SAR衛星によ
る定期的な時系列観測データを用いたインフラ監視につい
ての利活用の可能性の実証，インフラ監視を含めた被災状
況解析技術を実装・運用する持続的な仕組みの構築を目指
した社会実装化の検討支援である。

現在，実証実験の実施計画を立案する段階にあり，次に
その内容を述べる。

3. 1　監視対象と衛星データ

実証実験でのインフラ監視の対象は，海岸堤防，河川

図３．災害速報図のイメージ

図４．被害区域図の作成画面イメージ

図５．光学／レーダ複合プロダクトの作成画面イメージ
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堤防，港湾施設である。使用する衛星データは，ALOS－2
のSAR観測データを用いる。また，ALOS－2に比べて
空間分解能は劣るものの，観測頻度が高い欧州宇宙機関

（ESA）のSentinel－1のデータを収集し，精度比較等の検
討に活用する。図６に，使用するALOS－2データの観測
範囲を示す。

3. 2　実　証　実　験

実証実験では，監視対象となる堤防・施設の測量データ
との精度比較を行う。複数の大きさのデータ平滑化を試行
して精度劣化要因を分析し，監視対象のインフラ規模に対
して適切なデータ平滑化手法について実証する。また，時
系列干渉解析手法については表５に示す二つの手法を用い
て，それぞれの利点に着目し，監視対象インフラへの適用
効果について実証を行う。実証実験では，監視対象の海岸
堤防や河川堤防等について，沈下・隆起等の変動を時系列
で解析評価する。図７に変動量の表示イメージを示す。

3. 3　利活用可能性の検討

実証実験の結果から，利活用可能なユースケースの検討，

制約条件の具現化を行う。検討に当たっては，監視対象イ
ンフラの管理にかかわる利用想定ユーザーへのヒアリング
を行い，ユーザーの視点も考慮して，衛星データによるイ
ンフラ監視の利活用の可能性等について検討する。

4．む　す　び

防災分野での衛星観測ソリューションの二つの取組みと
して，現在開発中の防災インタフェースシステムと衛星
データによるインフラ監視の実証実験について述べた。

防災インタフェースシステムについては，2020年度の
開発完遂を目指すとともに，並行して機能の高度化につい
ての検討開発を進め，防災向け衛星観測インタフェースシ
ステムとしての拡充を図る。衛星データによるインフラ監
視については，実証実験で衛星データの有用性を示す確実
な成果を挙げるとともに，インフラ監視サービス提供に向
けた当社独自サービスの具体化・差別化の検討を進める。

参　考　文　献

⑴	 小山　浩，ほか：宇宙システム利活用の新時代，三菱電機技報，
92，No.2，100～104 （2018）

表５．時系列干渉解析手法
手法 手法概要 利点 欠点 適すると想定される対象

PSInSAR解析 信号が安定した点（PS点）の時系列的な変位量を抽出 変位量が高精度に得られる 変位量は点（PS点）でしか
得られない

海岸堤防
港湾施設（堤防等）

SBAS解析 複数の干渉解析結果から逆問題を解き，時系列的な
変位量を抽出 面的な変位量が得られる PSInSAR解析と比較し，

抽出精度が劣る
河川堤防
港湾施設（埋立地等）

PSInSAR：Persistent Scatterer Interferometry SAR，SBAS：Small BAseline Subset method

実証実験の
対象範囲

ALOS－2の
観測範囲

図６．ALOS－2データの観測範囲
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図７．変動量の表示イメージ
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ALOSシリーズによる地球観測のイメージ
ALOSシリーズによる地球観測は，光学衛星とレーダ衛星との併用による災害発生時の昼夜・天候を問わない観測が期待されている。また，
災害発生時だけでなく，平時のベースマップ作成や危険地域のモニタリング活動を通じて，防災・減災に貢献していく。

浸水域

噴火

地殻変動道路破損森林破壊

©JAXA ©JAXA

先進光学衛星（ALOS－3）（1） 先進レーダ衛星（ALOS－4）（2）

人工衛星による地球観測は，陸域，海洋，大気，気候・
気象監視，災害監視，地図作成等の分野で行われており，
これら宇宙からの情報は，安心・安全・快適な社会の創生
に大きく寄与している。近年の著しい気候変動によって，
地震，噴火や津波，及び河川の氾濫による浸水害等が頻発
しており，国民の生活基盤となる家屋，財産はもとより，
尊い生命までも脅かす災害が発生している。各省庁及び行
政機関では，これらの災害に対してハザードマップの作成
や適時情報開示等による防災・減災の活動に取り組んでお
り，人工衛星からの情報は必要不可欠であり，より詳細で，
かつ高頻度な情報提供が求められている。

三菱電機では，現在２機の地球観測衛星の開発を進め

ている。一方は先進光学衛星（ALOS（Advanced Land 
Observing Satellite）－3）であり，大型化・高性能化した
光学センサを搭載し，広観測幅かつ高分解能を可能にし，
クリアな可視画像の取得を実現する。もう一方は，先進
レーダ衛星（ALOS－4）であり，全天候観測可能なフェー
ズドアレー方式Lバンド合成開口レーダ（PALSAR－3）を
搭載し，広観測幅での陸域・海上の観測を実現する。

これら２機の衛星から得られる観測情報は，地殻変動の
モニタリング，ハザードマップの作成，避難計画の策定等
による防災・減災への活用はもとより，災害発生時の発生
地点の特定，災害状況確認，及び救援部隊への情報提供等
に活用されて二次災害の発生抑制にも貢献する。

大野新樹＊

Araki Ohno

中村聖平＊

Shohei Nakamura

藤井康隆＊

Yasutaka Fujii

地球観測衛星ALOSシリーズの
防災への貢献
Contribution of Advanced Land Observing Satellites to Disaster Reduction
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1．ま　え　が　き

人工衛星による地球観測は，陸域，海洋，大気，気候・
気象監視，災害監視，地図作成等の分野で行われており，
観測で得られた情報は，安心・安全・快適な社会の創生に
大きく寄与している。例えば，地球観測衛星としてよく知
られている気象衛星“ひまわり”は，雲，海氷分布，及び地
面・海面温度の観測を行い，台風やゲリラ豪雨の予測等の
日常生活だけでなく，治水，農作物の生育，漁獲高予測等
へも広く利用されており，人工衛星による観測は必要不可
欠なものになっている。近年の著しい気候変動によって地
震，噴火，津波や河川の氾濫による浸水害等の発生が以前
に比べ増大しており，大規模・広範囲な災害が発生してい
ることから，人工衛星からの情報の重要性は高まりつつあ
ると同時に，より詳細で，かつ高頻度な情報提供を必要と
している。

当社が開発を進めている２機の地球観測衛星（ALOS
シリーズ）は，光学センサ，及び電波センサによる国内・
海外問わず全地球規模での可視及び電波による広観測幅，
高分解能，及び高頻度を実現する。表１にALOS－3と
ALOS－4の主要諸元を示す。これらの観測衛星から得ら
れた情報は，平時では全地球規模でのベースマップの作成，
危険地域のハザードマップの作成，活火山のモニタリング，

地殻・地盤の変動観測，及び土木インフラの変化確認等の
防災情報として活用される。また，災害発生時には，道
路・鉄道・橋・建物等の被災状況，河川の氾濫域の確認は
もちろん，平時のデータと比較することによる地滑り・噴
火による地形変化，地震による地殻変動観測等を行い，災
害発生状況の早期確認，更なる災害の発生リスクの把握や
地域の安全確保等の情報提供に活用される。

本稿では，先進光学衛星（ALOS－3）及び先進レーダ衛
星（ALOS－4）の概要と搭載されるセンサの特長に加え，
防災への適用例について述べる。

2．先進光学衛星（ALOS－3）

2. 1　光学センサ（広域・高分解能センサ）

ALOS－3に搭載される広域・高分解能光学センサは，
防災・減災利用に資する広観測幅と高空間分解能を併せ持
つことを最大の特長とする可視近赤外域の光学センサであ
る。表２に広域・高分解能センサの観測性能を示す。

広観測幅と高空間分解能の両立性を表す指標として，観
測幅を空間分解能で割った値である瞬時観測点数を考える。
図１に近年開発された他の地球観測衛星に搭載された光学

表１．ALOS－3とALOS－4の主要諸元
ALOS－3 ALOS－4

ミッション
機器

広域・高分解能光学センサ
・パンクロマチックバンド

　地上分解能：0.8m
　観測幅：70km

・マルチバンド（カラー）
　地上分解能：3.2m
　観測幅：70km

Lバンド合成開口レーダ
・スポットライトモード

　分解能：1.0m
　観測幅：35km

・高分解能モード
　分解能：3.0m
　観測幅：200km

・広域観測モード
　分解能：25.0m
　観測幅：700km

サイズ 5.0×16.0×3.5（m） 10.0×20.0×6.4（m）
質量 約３t 約３t
設計寿命 ７年 ７年

運用軌道

太陽同期準回帰軌道
　高度：669km
　回帰日数：35日
　降交点通過地方太陽時：10：30

太陽同期準回帰軌道
　高度：628km
　回帰日数：14日
　降交点通過地方太陽時：12：00

表２．広域・高分解能センサの観測性能
項目 諸元

撮像方式 TDI撮像方式
分光方式 焦点面分光方式

観測バンド構成 パンクロマチック（Pa）	：１バンド
マルチスペクトル（Mu）	：６バンド

観測波長域

Pa：0.52～0.76µm
Mu	 バンド１：0.40～0.45µm
	 バンド２：0.45～0.50µm
	 バンド３：0.52～0.60µm
	 バンド４：0.61～0.69µm
	 バンド５：0.69～0.74µm
	 バンド６：0.76～0.89µm

観測幅（注1） 70km
空間分解能（注1） Pa：0.8m／Mu：3.2m
MTF（注2） Pa：0.1以上／Mu：0.2以上
S/N（注2） 200以上
量子化ビット数 11bit

（注１）　軌道高度669kmからの直下撮影時（ノミナル値）
（注２）　性能を規定する観測条件で
MTF：Modulation Transfer Function
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衛星

瞬
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観
測
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図１．瞬時観測点数（観測幅/空間分解能）の比較
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センサと広域・高分解能センサのPaバンドの瞬時観測点
数の比較を示す。広域・高分解能センサの瞬時観測点数は，
海外の一線級の地球観測衛星と比較しても多いことが分か
る。広域・高分解能センサは世界最高レベルで広観測幅と
高空間分解能を両立させる光学センサである。

広域・高分解能センサでは，大口径な集光光学系によっ
て信号光量を稼ぐとともに，TDI（Time Delay Integra-
tion）撮像と呼ばれる新しい撮像方式を適用することに
よって，高い取得画像品質（S/N）の下で，高空間分解能を
実現している。TDI撮像とは，衛星進行に伴う光学センサ
の視点移動に同期して，検出器内で信号電荷を転送・加
算し，設定したTDI段数分だけ信号電荷を増加させて出
力する技術である。広域・高分解能センサでは，Paバン
ドで最大128段，Muバンドで最大32段の信号加算を行う
ことが可能であり，高空間分解能でありながら，S/N比

（Signal to Noise ratio）の高い高品質な画像を提供するこ
とができる。

TDI撮像では，光学センサの視点移動と検出器内での
信号電荷の転送を精密に同期させる必要がある。ALOS－
3では，衛星の姿勢制御にTDI適合型３軸駆動制御方式

（TPC：TDI Pointing Control）を適用し，衛星と広域・
高分解能センサが協調した撮像制御を行うことでこれを実
現する。さらに，TPCを用いることで，衛星の進行方向
と異なる方向にセンサの視点を移動させて撮像を行うこと
も可能である（方向変更観測）。図２に南海トラフ地震発生
時を想定した観測シミュレーション結果を示す。また，図３

に陸域観測技術衛星“だいち”（ALOS）による取得画像と広
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km
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1,000
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－1,000

－1,500
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200
400
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図２．観測シミュレーション結果（方向変更観測）

⒜　ALOSの取得画像

©JAXA

©JAXA

⒝　ALOS－3のシミュレーション画像

図３．ALOSとALOS－3の画像比較（1）
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域・高分解能センサのシミュレーション画像の比較を示す
（共にパンシャープン（高解像度白黒画像と低解像度カラー
画像を合成処理した）画像）。

南海トラフ地震が発生した際には関東地方から東海・近
畿・太平洋沿岸地域を一度に観測して早急な情報収集を行
うことが望まれている。広観測幅と高空間分解能を併せ持
つ光学センサを用いて，TPCによる自由度の高い観測を
行うことで，広範囲にわたる災害状況を正確に把握できる
質の高い画像情報を効率的に取得することが可能になる。

2. 2　集光光学系（3）

光学センサが広観測幅と高空間分解能を両立させるた
めには，視野が広く，かつ大口径・長焦点距離の集光光
学系が必要になる。広域・高分解能センサでは，曲面鏡
４枚を組み合わせた軸外しタイプの反射光学系によって，
この集光光学系を実現している。TMA（Three－Mirror 
Anastigmat）をベースとした上で，曲面鏡を１枚多く用
いた設計を採ることによって，コンパクトな全長ながら，
広い視野全域にわたって高い結像性能を得ることができて
いる。軸外しタイプであることから，多くの反射光学系に
見られる中心遮蔽は存在せず，明るくシャープな画像が得
られる。図４に広域・高分解能センサの集光光学系のプロ
トフライトモデルを示す（各鏡の鏡面に保護カバーが取り
付けられている）。

2. 3　検出器と焦点面構成部

光学センサが広観測幅と高空間分解能を両立させるため
には，高精細な検出器の画素を観測幅方向に多数配列した
焦点面構成部が必要になる。広域・高分解能センサでは，
検出器に高精細なTDI型長尺検出器を採用し，この検出
器を観測幅方向に多数スタガ配列することによって，この
焦点面構成部を実現している。検出器の画素ピッチはPa

バンド：８µm／Muバンド：32µmであり，観測幅方向に
配列される総画素長は750mm以上に及ぶ。

3．先進レーダ衛星（ALOS－4）

3. 1　SARセンサ（PALSAR－3）システム

ALOS－4に搭載されるSAR（Synthetic Aperture Radar）
センサ（PALSAR－3）は，“だいち２号”に搭載された前号
機であるPALSAR－2（4）からの機能を継承しつつ，性能の
飛躍的な改善を実現している。表３にPALSAR－3の観測
性能を示す（5）。

PALSAR－2と 同 様 にSARア ン テ ナ は， ア ク テ ィ ブ
フェーズドアレーアンテナを採用して二次元の電子ビーム
走査が可能である。これによって，高分解能化に特化し
たスポットライトモード，スキャンSAR方式を用いた広
域観測モードなど，多様なニーズに対応した観測を可能
にする。また，PALSAR－3では，新規にデジタルビーム
フォーミング技術を導入することによって，分解能及び画
質を維持したまま200kmの観測幅（PALSAR－2に比べて
最大４倍）を実現する。200km観測幅を観測した場合の画
像例を図５に示す。１回の観測幅を拡大することで，観測
頻度の向上などミッションに必要な性能を実現する。

3. 2　SAR画像を用いた防災への貢献事例

PALSAR－2は，一度に広域な領域を高精度に観測する
ことが可能であり，干渉SARと呼ばれる技術の有効性が

表３．PALSAR－3の観測性能
項目 内容 備考

周波数 L帯 1,257.5MHz（中心）
帯域幅 84MHz（最大）
入射角 ８～70度

観測モード
スポットライトモード
高分解能（ストリップマップ）モード
広域観測モード

分解能
３×１m

レンジ×アジマス３×３（m） ６×６（m） 10×10（m）
25×25（m）

観測幅

35×35（km） ALOS－2：
25×25（km）

100～200km ALOS－2：
50～70km

700km ALOS－2：
350km，490km

画質
NESZ －20dB以下

観測モードによる
S/A 15dB以上

観測方向 右方向及び左方向
偏波 単偏波／２偏波／４偏波

SARアンテナ
アクティブフェーズドアレーアンテナ
3.6（エレベーション）×10（アジマス）（m）

NESZ：Noise Equivalent Sigma Zero
S/A：Signal to Ambiguity ratio

1次鏡

3次鏡

2次鏡

4次鏡

図４．集光光学系のプロトフライトモデル
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実証されている。干渉SARとは，２回の異なる時刻に取
得したSAR画像の比較を行い，数cmオーダー級の変化の
検出を可能にする技術であり，災害リスクや災害発生後の
被災状況の把握等に強く期待されている。

図６に，SAR画像を用いた災害領域の観測結果の一例
を示す。この画像は2019年10月に発生した台風19号によ
る千曲川（長野県）の堤防決壊の様子とそれに伴う浸水被害
をALOS－2搭載PALSAR－2の高分解能モード（３m分解
能）で観測した結果である。図６では，防波堤の決壊箇所
を詳細に捉えている。また，住宅街での浸水エリアでは，
千曲川から流入した水が地表面を覆ったことで，レーダの
観測信号を受信した信号の強さが変化しており，周囲の領
域と比較して画像の強度が低下している様子が確認できる。

これらのようにレーダ画像を用いることで，災害発生箇
所の特定などを迅速に行うことが可能である。ALOS－4搭
載のPALSAR－3では，一度に観測可能な領域がALOS－2
から約４倍に拡大しており，広域災害や複数の地点で同時
に災害が発生した場合でも，観測頻度を下げることなく観
測することが可能であり，ALOS－4打上げ後の災害監視
に多くの期待が寄せられている。

4．む　す　び

開発中の２機の地球観測衛星（ALOSシリーズ）の概
要，及び特長について述べた。これらの衛星は，高度約
600kmから常時全地球規模の観測による地上の変化をモ
ニタリングすることによって，我々の日常生活を脅かす，
地震・噴火・及び水害等の被災状況の早期取得，並びに防
災・減災に必要不可欠な情報を取得することで，安心・安
全・快適な社会の創生に貢献する。
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図５．200km観測幅のSAR画像例（PALSARのデータを基に作成）

浸水エリア

破堤箇所

千曲川

©JAXA0 500

m

図６．ALOS－2による千曲川観測結果（JAXA／EORC解析結果）（6）



三菱電機技報・Vol.94・No.2・2020

特集論文

要　旨

＊鎌倉製作所18（116）

温室効果ガス世界資料センター（WDCGC）の概要
温室効果ガス世界資料センター（World Data Centre for Greenhouse Gases：WDCGG）の概要とGOSATによる二酸化炭素濃度分布例

（2018年５月）を示す。WDCGGは，全世界から報告される二酸化炭素やメタン等の各種温室効果ガス観測データを収集・提供している世界で唯
一の国際的な機関である。従来の地上，船舶，航空機による高精度な“点”のデータに加え，GOSATとGOSAT－2による“面”のデータを組み合わ
せて使うことによって，地球全体の二酸化炭素濃度分布の長期的な監視や地域ごとの排出・吸収の収支把握などへの利活用拡大が期待されている。

温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）の概要（注1） GOSATによる二酸化炭素濃度分布例（2018年5月）

GOSAT/TANSO－FTS L3（Bias Corrected ； V02.75）XCO2 ： 2018/05
420

410

400

390

380

370
（ppm）©WMO WDCGG　Original data Provided by JAXA／NIES／MOE

データ等利用者

観測データ ・ 解析結果の提供

温室効果ガス
世界資料センター

観測データの収集

南鳥島（気象庁）

三菱電機は，地球観測衛星による社会への貢献を宇宙開
発の重要な柱と位置付け，海洋観測衛星（MOS－1）搭載マ
イクロ波放射計（MSR）の開発を端緒として，数々の地球
観測衛星システム，及び搭載センサ開発に参画してきた。
これらの一環として，環境省（MOE），国立研究開発法人 
国立環境研究所（NIES），国立研究開発法人 宇宙航空研究
開発機構（JAXA）の３機関による共同プロジェクトとし
て，主要な温室効果ガスである二酸化炭素とメタンの濃度
を宇宙から観測することを主目的にした世界初の温室効

果ガス観測技術衛星“いぶき”（Greenhouse gases Observ-
ing SATellite：GOSAT）及び温室効果ガス観測技術衛星
２号“いぶき２号（GOSAT－2）”の開発・製造を担当した。
GOSATとGOSAT－2から得られた観測データを解析する
ことによって，二酸化炭素とメタンの全球にわたっての分
布や，これらの温室効果ガスが地球上のどの地域で排出さ
れ，吸収されているかといった収支について，地理的分布
とその季節変動，年々変動を知ることができる。

上野信一＊

Shinichi Ueno温室効果ガス観測技術衛星GOSATシリーズ
の地球温暖化防止への貢献
Contribution of Greenhouse Gases Observation Satellites to Prevention of 
Global Warming

（注１）　環境省“温室効果ガス世界資料センター（WDCGC）の概要”（http://www.env.go.jp/press/106613.html）を加工して作成
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1．ま　え　が　き

我々の住む地球はそれぞれの地域の気候を背景に形作ら
れている。また，日本は四季に恵まれ風光明媚（めいび）な
土地になっている。その気候が今，地球規模で，我々が経
験したことのないものに変わりつつある。

現在の地球はデータが確認できる過去1,400年で最も暖
かくなっている。この地球規模での気温や海水温の上昇，
氷河や氷床が縮小する現象，すなわち地球温暖化は，平均
気温の上昇にとどまらず，夏の異常高温（熱波）や大雨・干
ばつの増加などの様々な気候の変化を引き起こしている。
その影響は，早い春の訪れや海温上昇などによる生物活動
の変化や，水資源や農作物への影響など，自然生態系や人
間社会に既に現れ始めている。将来，地球全体の気温は更
に上昇すると予想され，水，生態系，食糧，沿岸域，健康
などでより深刻な影響が生じると考えられている。

これらの地球温暖化に伴う気候の変化がもたらす自然・
社会・経済的影響に対して，世界各国との協力体制を構築
し，解決策を見いだしていかなければならない。このため，
国際社会は温室効果ガスの排出量を削減する方向に動き始
め，気候変動枠組条約の下で，1997年の京都議定書で先
進国の削減目標が合意され，2005年２月に発効になって
いる。世界各国が温室効果ガス排出量の削減対策を進める
には，将来の気候変動とその影響の正確な予測に基づく合
理的な削減目標を設定すると同時に，国別の排出量を正し
く測定し，各種施策の排出量削減効果を評価することが重
要である。

当社はこれまでも，地球観測衛星による社会への貢献を

宇宙開発の重要な柱と位置付け，海洋観測衛星（MOS－1）
搭載マイクロ波放射計（MSR）の開発を端緒として，数々
の地球観測衛星システム，及び搭載センサ開発に参画して
きた。これらの一環として，環境省，NIES，JAXAの３
機関による共同プロジェクトとして，主要な温室効果ガス
である二酸化炭素とメタンの濃度を宇宙から観測すること
を主目的にした世界初の温室効果ガス観測技術衛星“いぶ
き”（GOSAT）及び温室効果ガス観測技術衛星２号“いぶき
２号（GOSAT－2）”の開発・製造を担当した。

本稿では，これら衛星を用いた地球温暖化防止への貢献
について述べる。

2．地球温暖化とGOSATシリーズ

2. 1　地球温暖化の原因

地球温暖化の主な原因は，人間活動による温室効果ガス
の増加である可能性が極めて高いと考えられている。大気
中に含まれる二酸化炭素などの温室効果ガスには，海や陸
などの地球の表面から地球の外に向かう熱を大気に蓄積し，
再び地球の表面に戻す性質（温室効果）がある。18世紀半
ばの産業革命以降，人間活動による化石燃料の使用や森林
の減少などによって，大気中の温室効果ガスの濃度は急激
に増加した。この急激に増加した温室効果ガスによって
大気の温室効果が強まったことが，近年の地球温暖化の
原因と考えられている。温室効果がない場合の地球表面
の温度は氷点下19℃と見積もられているが，温室効果の
ために現在の世界の平均気温はおよそ14℃となっている

（図１）。

大気 ・ 地表が吸収した太陽エネルギー
と同じ量の赤外線エネルギーが宇宙空間
に出て行く

太陽光の約7割を
大気 ・ 地表で吸収

地表から出て行く赤外線を温室効果ガスや
雲が吸収して下向きに戻す ： 温室効果
地球の平均気温を約14℃に保ってくれる。

温室効果が
ないと－19℃

出典 ： 気象庁ホームページ（https://www.data.jma.go.jp/cpdinfo/chishiki_ondanka/p03.html）

水蒸気
二酸化炭素
メタン
フロン類…

温室効果ガス

図１．温室効果の模式図
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このため，温室効果ガスが０では人類は地球での活動は
困難である。一方，現在のように大気中の温室効果ガスが
増えると温室効果が強まり，地球の表面の気温が高くなっ
て人類の活動に悪影響を及ぼすことになる。

2. 2　GOSATシリーズの概要

世界気象機関（WMO）を含む世界の幾つかの気象機関や
大学などの研究機関では，これまでも地表面の各地の観測
地点や，それらのデータを用いて算出した地上での二酸化
炭素の全球平均濃度を発表してきた。しかし，二酸化炭素
は標高や気圧によって濃度差があるために，地上観測点だ
けの濃度データでは地球大気の全体濃度を表せない。今後
の温室効果ガスの増加による地球温暖化のリスクを算出・
予測するためには，地球全体の温室効果ガスの平均濃度の
算出が重要であり，上空の大気まで含めた“全大気”の平均
像を把握することが不可欠である。このため，地表面から
大気上端までの大気中の二酸化炭素の総量（カラム量），“全
大気”の平均値（カラム平均値）を観測可能な衛星を用いた
観測が切望されていた。

このため，環境省，NIES，JAXAの３機関による共同
プロジェクトとして，主要な温室効果ガスである二酸化炭
素とメタンの濃度を宇宙から観測することを主目的にした
世界初の温室効果ガス観測技術衛星“いぶき”（GOSAT）（1）

が開発され，2009年１月23日に打上げが成功し，設計寿
命の５年を大きく超えた現在も順調に観測を続けている。

さらに，“いぶき”の後継機として，温室効果ガス観測技

術衛星２号“いぶき２号（GOSAT－2）”が開発され，2018
年10月29日に打上げが成功した（2）（3）。2019年８月から観
測データの公開が始まっている（図２）。

これらGOSATとGOSAT－2から得られた観測データを
解析することによって，二酸化炭素とメタンの全球にわ
たっての分布や，これらの温室効果ガスが地球上のどの
地域で排出され，吸収されているかといった収支につい
て，地理的分布とその季節変動や年々変動を知ることが
できる。

2. 3　GOSATシリーズの目的

GOSATの第一の目的は，温室効果ガスの亜大陸スケー
ル（数千km四方）での吸収・排出量の推定精度を高め，地
域ごとの吸収・排出状況の把握や森林炭素収支の評価など
の環境行政に貢献することである。さらに，GOSATデー
タの利用研究を通して，温室効果ガスの全球分布とその時
間変動や，全球の炭素循環メカニズムとその気候変動影響
などに関する新たな科学的知見の集積が図られ，気候変動
予測と影響の評価に役立てられている。GOSATのデータ
を基にして算出した，亜大陸スケールでの二酸化炭素の吸
収・排出量の推定結果を図３に示す。

第二の目的は，これまでの地球観測技術を継承・発展さ
せ，温室効果ガスの測定技術を開発するとともに，将来の
地球観測衛星に必要な技術開発を行うことである。

第二の目的の結果として，GOSATの成果を基に次の機
能がGOSAT－2の機器開発に反映されている（3）（4）。

410

405

400二
酸
化
炭
素
の
全
大
気
平
均
濃
度

395

390

385

380
2009 2010 2011 2012 2013 2014

月別二酸化炭素の全大気平均濃度

推定経年平均濃度

JAXA／NIES／MOE

年
2015 2016 2017 2018 2019

図２．全大気での二酸化炭素濃度の月平均値と経年平均値のグラフ（5）
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⑴	 観測データの品質向上のために観測機器の開口径を拡
大し，観測する光量の増加によるS/N（Signal to Noise 
ratio）の向上を図った。これによって，観測精度が
GOSAT搭載機器から約１桁向上している。

⑵	 一酸化炭素観測機能を追加するために，観測機器の観
測波長領域を拡大した。一酸化炭素は，人為起源の場合
二酸化炭素と同時に発生するが，寿命が短い。このため，
一酸化炭素は人為発生源近傍に存在すると考えられ，二
酸化炭素の発生源の推定が可能になる。

⑶	 有効観測データを増加させるための，観測地域の雲量
を算出することで雲の少ない地域を観測する雲回避機能

（インテリジェントポインティング）を搭載した。
過去から未来へのデータの一貫性と信ぴょう性の担保が

重要なことは大気観測でのGOSATシリーズも同様であり，
2019年３月にGOSAT搭載温室効果ガス観測センサTAN-
SO－FTS（Thermal And Near infrared Sensor for car-
bon Observation－Fourier Transform Spectrometer）
とGOSAT－2搭載温室効果ガス観測センサ２型TANSO－
FTS－2のマッチアップポイント観測（ほぼ同年月日時刻
に地球上の同一地点を観測）でのスペクトル比較を実施し，
米国軌道上炭素観測衛星２号（Orbiting Carbon Observa-
tory 2：OCO－2）データも含めて輝度変換係数の評価を実
施し，TANSO－FTSとTANSO－FTS－2の相互校正を実
施してデータの一貫性を確保している。

これらは，地球温暖化の原因物質の挙動に関する科学的
な理解を深めるのに役立てられるとともに，将来の気候変
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図３．二酸化炭素の地域別正味吸収排出量（5）
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化予測の高度化や炭素排出削減施策などの温暖化対策にか
かわる基礎情報として活用することが可能である。

2. 4　GOSATシリーズの観測データ利活用

気象庁は，世界気象機関（WMO）の要請に基づいて，
WDCGGを運営している。WDCGGは，全世界から報告さ
れる二酸化炭素やメタン等の各種温室効果ガスの観測デー
タを収集・提供している世界で唯一の国際機関である（図４）。

WDCGGはこれらのデータを利用して様々な解析を行っ
ており，その結果は，気候変動に関する政府間パネル

（IPCC）の報告書や，WMO温室効果ガス年報として気候
変動に関する国際連合枠組条約（UNFCCC）の締約国会議

（COP）で毎年配付されるなど，温室効果ガスの現状を伝
える活動に有効に利用されている。さらに，WDCGGが
提供している観測データや解析結果は，世界の地球温暖
化の研究者にも広く利用されている。この観測データの
一部として，GOSAT（2009年打上げ）による観測データが，
2019年３月19日から新たに提供されている。

3．む　す　び

GOSATとGOSAT－2の概要と，これらの衛星による温室
効果ガスの観測及び観測データの利活用による地球温暖化
防止への貢献について述べた。2009年１月のGOSAT打上げ
以降，2014年７月米国OCO－2，2016年12月中国TANSAT，
2018年10月GOSAT－2，2019年５月米国OCO－3の打上げ
と軌道上観測が開始されており，宇宙からの温室効果ガス
観測に注目が集まっている。

当社は，より良い社会の実現，また国連の持続可能な開
発目標（SDGs）の実現に貢献する地球観測衛星の開発を引
き続き進めていく。
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データ等利用者

観測データ ・ 解析結果の提供

出典 ： 環境省ホームページ（http://www.env.go.jp/press/106613.html）

温室効果ガス
世界資料センター

観測データの収集

南鳥島（気象庁）

図４．温室効果ガス世界資料センター（WDCGG）の概要
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準天頂衛星センチメータ級測位補強サービス
電子基準点（日本全国約1,300点）で取得した観測データから各衛星の距離誤差成分（軌道・時計・信号バイアス・電離層遅延・対流圏遅延）を
推定し，圧縮及びインテグリティ情報を付与して衛星経由で配信する。2018年11月１日に準天頂衛星システムのサービスの一つとして開始
されたが，ユーザー利便性を更に向上させるため，インフラで配信する補強対象衛星数を増加する改善を予定している。

出典 ： みちびきウェブサイト
（https://qzss.go.jp/events/ceremony_181105.html）

準天頂衛星システムセンチメータ級測位補強サービスの主要イベント

準天頂衛星システム「みちびき」サービス開始記念式典の様子

運用状況

FY2013

2017/9/15 ： 2号機配信開始 試験
サービス 実用

サービス

基本／
詳細設計

システム
整備 ・ 試験 維持管理

7機体制に向けた整備

実用
サービス

（補強衛星数増）
2017/9/27 ： 1号機配信開始
2017/12/18 ： 3号機配信開始

2018/1/12 ： 4号機配信開始

2018/11/1 ： 準天頂衛星システムサービス開始

2023年 ： 5号機／6号機／7号機打上

FY2014 FY2015 FY2016 FY2017 FY2018 FY2019 FY2020 FY2021 FY2022 FY2023 FY2024
以降

システム
構築 ・ 整備

準天頂衛星システム（Quasi－Zenith Satellite System：
QZSS）は2018年11月１日に実用サービスが開始された。
そのサービスの一つとして，従来のGPS（Global Position-
ing System）カーナビゲーション等で数メートルであった
精度についてセンチメータ級の極めて高い測位精度を実現
する補強サービスであるセンチメータ級測位補強サービス

（Centimeter Level Augmentation Service：CLAS）が
提供される。CLASでは，衛星測距データに含まれる各種
誤差を補正するデータを準天頂衛星経由で配信することで，
高い測位精度（静止体水平：６cm以下（95％））を実現する。

都市部等の利用では測位衛星からの電波が遮蔽されるこ

とがあり，ユーザーの可用性を向上させる取組み状況とし
て，CLASの補強対象衛星数を増加させる改善施策を報告
する。CLASは2032年度までの提供が決定しており，イ
ンフラの更なる価値向上等によって，自動運転，鉄道利用，
社会インフラ維持管理，無人化・ロボットサービスといっ
た様々な分野への社会実装が期待されている。今後も継続
した安定的なサービスの提供に向け，サービス品質の維持
に取り組んでいくとともに，ユーザー利便性向上に向けた
施策を進めることによって，高精度測位社会の実現に貢献
する。

上原晃斉＊

Akinari Uehara

宮　雅一＊

Masakazu Miya

藤田征吾＊

Seigo Fujita

廣川　類＊

Rui Hirokawa準天頂衛星システムセンチメータ級測位
補強サービスの利便性向上に向けて
For Advancement of Quasi － Zenith Satellite System Centimeter Level 
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1．ま　え　が　き

自己位置の標定技術として様々な技術が存在するが，中
でも2018年11月１日にサービスインとなった準天頂衛星
システム（QZSS）でのセンチメータ級測位補強サービス

（CLAS）の提供開始は新たに注目される技術の一つである。
CLASは，準天頂衛星から送信されるL6信号を使用して，
日本の測地系と整合可能なセンチメータ級の位置精度が
得られる測位補強情報を日本全国及びその近海に送信する
サービスである。特定の地上通信インフラを必要としない
日本国内をサービスエリアとした無償の放送型の測位補強
サービスの開始は，IT農業や全国の高速自動車専用道路
での自動走行・次世代安全運転支援システムなど，本格的
な高精度位置情報利用時代への利活用が期待されている。

本稿では，CLASの概要とサービスの提供状況，サービ
ス性能の評価状況，及びCLASの普及促進に向けての利便
性向上の取組み状況を述べる。

2．CLASの概要

2. 1　CLASの特長

CLASは，GNSS（Global Navigation Satellite System）
としては初となるセンチメータ級の測位を可能にする補正
情報を送信するサービスである。衛星からの補正情報の送
信は，携帯電話やWi－Fi（注1）等の地上インフラでの送信と
は異なり，衛星の可視性が保持できる環境で一律にサービ

ス提供が可能である。ユーザー規模が爆発的に拡大した場
合であっても，放送型のサービスであることから，ユー
ザー数は無制限に対応可能であることがメリットとして
ある（図１）。GalileoやBeiDouなど他のGNSSでも，今後，
センチメータ級の測位を可能とする補正情報の送信が予定
されており，世界的にも高精度測位の爆発的普及に向けた
環境が整いつつある。

（注１）	 Wi－Fiは，Wi－Fi Allianceの登録商標である。

2. 2　CLASの原理

CLASが配信する補強情報の内容とセンチメータ級の
位置情報を取得するまでのフローを図２に示す。QZSSの
サービスの一つであるCLASは，日本全国約1,300か所に

CLAS ： 衛星による配信

1：X

・ 契約， 通信費が不要
・ 放送型であり， 爆発的ユーザー増にも対応可能
・ 送信元が準天頂衛星であり， 可視性が保持できる

高仰角位置から補正情報を送信

図１．CLASの特長

準天頂衛星

②測位補強情報生成

データ圧縮

センチメータ級位置標定結果

ユーザー

測位補強情報

GNSSの誤差量を算出

センチメータ級測位
補強情報生成設備

信号

GPS GPS
GPS

GPS

①レンジング信号に
　誤差発生

電離層

高度500km

電子基準点
国内約1,300か所の基準点情報
を収集し， 約250点程度の情報
によって補強情報を生成

④端末でレンジング信号
　を補正

レンジング信号
に誤差発生

③衛星経由でユーザー
　に配信

対流圏

信号

電離層

対流圏

図２．CLASによるセンチメータ級位置情報の取得フロー
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配置された電子基準点のGNSS観測データから，常時250点
程度の観測データを利用して，衛星測位での誤差要因であ
る衛星時計誤差，軌道誤差，衛星信号バイアス，電離層遅
延誤差，対流圏遅延誤差等を推定し，補正情報を生成す
る。さらに，インテグリティモニタによる異常監視と補正
情報の品質を表す指標となるインテグリティ情報を付加
し，補強情報（補正情報及びインテグリティ情報）として
回線容量である２kbps（データ領域は1,695bps）に圧縮し，
準天頂衛星のL6信号で送信する。補強情報のメッセー
ジ規格は，測位補強サービスの国際的な標準規格RTCM 
STANDARD 10403.2（1）から定義されるSSR（State Space 
Representation）方式に準拠したCompact SSRメッセー
ジ（2）を採用している。ユーザーインタフェース仕様書

（IS－QZSS－L6）（3）については，準天頂衛星システムサービ
ス㈱（Quasi－Zenith Satellite System Service Inc.：QSS）
が運用するウェブサイト（4）で公開されており，各企業・団
体は自由にCLAS対応の受信機やアプリケーションなどの
開発を行うことができる。

3．サービス提供状況

3. 1　CLASのサービス提供状況

CLASは，2018年11月１日に実用サービスを開始した。
サービスの提供状況（サービスの中断，性能劣化につなが
る提供イベントの計画，不具合などによる中断，性能劣
化の実績など）については，米国のGPSがユーザーに対し
て配信しているNANU（Notice Advisory to Navstar Us-
ers）に倣い，NAQU（Notice Advisory to QZSS Users）
情報（5）として公開しており，ユーザーはウェブサイト上で
提供状況を確認できる。また，ツイッターによるNAQU
情報の配信通知も実施しており，NAQU情報のウェブ公
開と同時に，モバイル端末等でリアルタイムに通知を受け
ることもできる。また送信するメッセージではサービス中
断か否かを示す“アラートフラグ”のデータ領域を設けてお
り，受信機ではリアルタイムでサービス中断か否かを判断
する処理を具備できる。

CLASでは４冗長構成で地上システムを組んでおり，高
い信頼性・可用性のサービスを提供している。準天頂衛星
４機によるコンステレーションアベイラビリティ（衛星４機
のうち少なくとも３機が，正常なL6信号を同時に提供す
る確率）は，仕様値0.99に対し，サービス開始後半年間の
実績値は，0.999以上を達成している。

3. 2　サービス性能のモニタリング

精度などのCLASのサービス性能は，PS－QZSS（6）で公

開している（表１）。CLASでは，センチメータ級精度の
測位（静止水平精度６cm（95％）以下，静止垂直精度12cm

（95％）以下，移動体水平精度12cm（95％）以下，移動体垂
直精度24cm（95％）以下）を可能とする補強情報を準天頂
衛星から日本全国に送信している。衛星測位分野一般に
精度の仕様は，GPSで見られるような衛星間とユーザー間
の距離ドメインでのユーザーレンジ精度（User Range Ac-
curacy）で示す方式と，ユーザードメインでの測位精度で
示す方式があるが，CLASではユーザーへの分かりやすさ
を考慮し，後者の測位精度を採用し，精度仕様として定め
ている。そのため，CLASのプロバイダ側では，サービス
性能をモニタリングすることを目的に，ユーザー模擬とし
て，後処理測位演算ソフトウェアCLASLIB（Centimeter 
Level Augmentation Service Test Library）（7）を整備し
て一般公開するとともに，みなしユーザーとして日本全国
から選定された電子基準点72点を対象にして，定常的に
精度をモニタリングできる仕組みを設け，日々の精度評価
結果を踏まえながら，サービス性能の維持向上に努めている。

CLASLIBは，L6メッセージのデコード処理や，CLAS
を利用するユーザーの測位方式であるPPP－RTK（Precise 
Point Positioning－Real Time Kinematic）対 応 の 測 位
計算プログラムなどを含む後処理専用ツールのパッケー
ジである。オープンソースであるRTKLIB（Real－Time 
Kinematic Library）（8）のversion2.4.2p13を拡張して構成
している。L6メッセージのデコード処理以外の測位計算
部分については，拡張カルマンフィルタ・MLAMBDA

（Modified Least－square AMBiguity Decorrelation Ad-
justment）法によるアンビギュイティ決定処理などのコン
ベンショナルなRTK法の測位演算で使用される処理を採
用している（図３）。また，オリジナルのRTKLIBの実装
に対しては，アンビギュイティの検定処理機能の強化やパ
ラメータチューニングを実施することによって，測位性
能の改善を図っている。さらに，CLASLIBは静止体向け，
移動体向けに別々のモードで実装している。静止体を想定
した精度の確認は，静止体モードによって，移動体を想定
した精度の確認は移動体モードによって実施する。静止体
モードでは位置推定にかかわる状態量が座標位置（三次元）
だけであり，座標位置が前エポックの解に拘束するように

表１．CLASの主な仕様
項目 仕様

補強対象のGNSS信号

GPS：L1C/A，L1C，L2P，L2C，L5
QZSS：L1C/A，L1C，L2C，L5
Galileo：E1B，E5a
GLONASS（CDMA（注2））：L1OS，L2OS

サービスエリア 日本国及び領海（約80万km2）
位置精度

（オープンスカイ，95％）
静止体：水平６cm／垂直12cm
移動体：水平12cm／垂直24cm

初期化時間（95％） 60秒以下（補強情報取得時間含む）
（注２）　CDMA：Code Division Multiple Access
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位置推定結果を算出する一方，移動体モードでは位置に加
えて，速度及び加速度を状態量として推定して位置推定結
果を算出する違いがある。

なお，CLASLIBは，CLAS対応端末の開発・販売を検
討している企業・団体向けに，参照実装として提供するこ
とも目的としている。製品の実装検討時に参照データ生成
ツールとして利用することも可能である。

4．サービス性能の評価状況

4. 1　CLAS精度評価結果

サービス開始後のCLASの精度評価結果（水平方向，垂
直方向）を静止体向け精度については図４⒜に，移動体向
け精度については図４⒝に示す。月ごとに電子基準点72点
の全エポックの測位結果を対象とした統計値（95％値）を
示している。サービス開始以降，表１で示した精度仕様を
満足している状況である。なお，サービスの評価結果は，
定期的にウェブサイトで公開される計画である。

4. 2　実端末での検証例

CLAS対応の端末を使用した検証例について述べる。
2019年３月19日に，日本南方域の実フィールドでのサー
ビス性能確認を目的に，日本最西端となる与那国島で，車
両を使用した評価を実施した。評価に使用した端末は，
QSSウェブサイトで一般貸出しを実施しているタイプと
同じ端末である（図５）。自動車に端末を搭載し，移動体用
のモードで動作させ，図６に示す走行経路に沿って，リア
ルタイム処理で測位結果を取得した。

図７に走行経路上の毎秒の測位精度を示す。リファレン
ス（みなし真値）として近傍の電子基準点を用いたRTKに

よる結果を求めて，リファレンスからの差異を示している。
経路全体で精度良く測位ができており，水平精度は8.8cm，
垂直精度は15.9cm（共に95％値）であった。なお，精度の
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統計値では，樹木等の遮蔽によってFIXできていない，
又は，測位演算ができない区間を除いている。

5．CLASの利便性向上に向けて

5. 1　補強対象衛星数増加の目的

CLASの補強信号は，日本のほぼ天頂にある準天
頂衛星（QZS）から配信されるため，高層建造物が
あるような周囲環境でも電波が遮蔽されることなく，
ユーザーに伝送される。一方，測位に使用する衛星

（GPSやGalileo等）はQZSに対して低い仰角を飛行す
るため，非オープンスカイ環境（仰角15度以上に遮蔽
物があり，衛星からの電波が遮蔽される環境（都市部

や森林等））では，ユーザーの可視性に制約を受けること
がある。このため，都市部等の環境では，CLASの現行
フォーマットで配信する補強対象（測位）衛星数の最大11機
では，測位に必要な衛星数を確保することができずに，測
位結果に大きな影響を与えてしまうことがある。

CLASは現在，マルチGNSS（Global Navigation Satellite 
Systems）対応として，GPS, Galileo, QZSをサポートしてお
り，その平均可視衛星数は約17機である（図８に，2019年
６月７日の東京での例を示す）。非オープンスカイ環境

の利用シーンを想定し，新フォーマットを適用し
てCLASの補強対象衛星数を現状の最大11機から

（平均可視衛星数の）17機まで増加させることで，
CLASの可用性を飛躍的に向上させることが可能
となる。

5. 2　補強対象衛星数増加による効果

補強信号は衛星経由で配信されるため，回線容
量に制約がある。そこで，補強情報のフォーマッ
トを見直し，大気圏の擾乱（じょうらん）に応じて
電離層補正量の情報量（ビット数）を動的に最適化

（圧縮化）する方式を適用することで，情報圧縮率
を最大30％向上させ，補強対象衛星を最大11機か
ら最大17機に増加することを可能にした。補強対
象衛星数の改善例を図９に示す。衛星配置によっ
て可視衛星数が制約されるが，従来（現行フォー
マット）では補強対象衛星として７～11機を配信し
ていたが，新フォーマットでは12～17機に改善し
ていることが分かる。また，補強対象衛星が時系
列的に一様に増加することで，電離層擾乱の時間
帯でも測位精度が大きく改善している（図10）。

先に述べた新フォーマットに関する性能評価に
ついては引き続き継続するとともに，CLASサー

図５．PPP－RTK方式対応の端末
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図６．与那国島での走行経路

＊測位結果が途切れている
　個所は， 樹木等の遮蔽に
　よって， FIXできていない， 
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ビスへの適用に先立ち，試験的な地上配信を2020年３月
開始目標で準備を進めている。また，新フォーマットの詳
細情報としてはユーザーインタフェース仕様書の改訂版

（IS－QZSS－L6－002）をQSSウェブサイトに公開中である。

6．む　す　び

準天頂衛星システムのCLASのサービス提供状況，及び
サービス性能の評価状況を報告した。また，現状のCLAS
は補強対象衛星数を増加させることによって，ユーザーの
可用性を向上させる取組み状況について併せて報告した。
このサービスは2032年度までの運用が決定しており，イ
ンフラの更なる価値向上等によって，自動運転，鉄道利用，
社会インフラ維持管理，無人化・ロボットサービスといっ
た様々な分野への社会実装が期待されている。今後も継続
した安定的なサービスの提供に向け，サービス品質の維持
に取り組んでいくとともに，ユーザー利便性向上に向けた施
策を進めることによって，高精度測位社会の実現に貢献する。
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桐田　満＊

Mitsuru Kirita

鈴木拓也＊

Takuya Suzuki

丸山貴史＊

Takashi Maruyama

自動運転用高性能ミリ波レーダモジュール
High － performance Millimeter Wave Radar Module for Automated Driving

1．ま　え　が　き

自動車の安全運転支援システムは，世界的にその重要性
が認められ，国内でも2019年度の搭載率は85％までに上
昇している。さらに来る高齢化社会でも安心・安全かつ快
適な車生活を実現するために，自動運転システムの開発も
加速している。この自動運転を実現するために，昼夜・天
候に左右されない特長を持つミリ波レーダについても，検
知性能（検知距離，角度分解能）の向上が求められている。

三菱電機では，2003年から継続しているミリ波レーダ
モジュールの量産実績を生かしつつ，防衛・宇宙で培った
最新のレーダ技術を採用し，さらには乗用車への意匠性・
搭載性を考慮した分散配置構造とした自動運転用高性能ミ
リ波レーダモジュールを開発中である。

本稿では，ミリ波レーダモジュールの構成と特長，主要
技術，そして機能検証試作品でのフィールド試験結果につ
いて述べる。

2．ミリ波レーダモジュール

2. 1　構　　成

開発中のミリ波レーダモジュールは，アンテナ，
送受信回路，及び送受信回路の制御と信号の処理
を扱うMCU（Micro Control Unit）で構成する基
本モジュールと，アンテナと送信回路だけで構成
するオプションモジュールで構成しており，車
両への搭載性を考慮し，それぞれのモジュールを
別々の場所に分散配置可能な構成になっている

（図１）。レーダ方式は目標の速度成分と距離成分
を容易に分離でき，かつ複数目標に対応できる最
新の変調方式を採用した。水平方向の高分解能化
のため，等価的に受信チャネル数を増加できる方
式を採用した。また，送信回路には防衛・宇宙で
培った最新のレーダ技術によって垂直方向の覆域
と高分解能化を両立させ，かつ垂直方向の測角機
能を実現した。

図２にミリ波レーダモジュールのブロック図を示す。モ
ジュールの小型・低価格化のため，LO－IC，TX－IC，RX－
ICの３品種のチップで構成するRF（Radio Frequency） 
CMOS（Complementary Metal－Oxide Semiconductor） 
ICと，ベースバンド増幅器，ADC（Analog Digital Con-
verter）を含むベースバンドCMOS IC（BB－IC）を開発中

基本モジュール
（送信， 受信）

オプション
モジュール

（送信）

送信1 送信2

受信
送信
3

図１．モジュール搭載のイメージ
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TX2

RX
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TX－IC

TX－IC

TX－IC
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RX－IC
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LO ： Local Oscillator， BB ： Base Band， TX ： Transmitter， RX ： Receiver
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オプションモジュール

図２．ミリ波レーダモジュールのブロック図
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である。RF CMOS ICには発振，増幅，周波数変換等の
送受信回路の主要構成要素に加え，最新のレーダ技術に必
要な回路も集積している。

2. 2　ア　ン　テ　ナ

アンテナには薄型化，低コスト化が可能な平面アンテナ
を採用した（図３）。基本モジュールでは，受信チャネルを
水平方向に配置し，目標物の水平角の測角を行う。これに
加え，送信チャネルを垂直方向に配置して最新のレーダ技
術によって垂直角の測角を行う。また，送信チャネルを左
右に配置して仮想的に水平方向の開口を拡大し，水平方向
の分解能を向上させる。オプションモジュールには縦方向
の開口を拡大したアンテナを採用する。これによって垂直
方向の分解能を向上させる。

図４に基本モジュールのアンテナの放射パターンを示す。
見込みどおりの方向にビーム形成ができることを確認した。

2. 3　ミリ波RF CMOS IC

３品種からなるRF CMOS ICのうち，TX－ICのチップ
写真を図５に示す。TX－ICは図２のLO－ICで生成した周
波数変調信号を入力・分配した後，各チャネルの位相を制
御後，送信信号を出力する。これによって所望の垂直方向
に送信ビームを向けることが可能になる。このビームを制
御する移相器は，動作周波数帯で，６bit相当の分解能を
実現している。また，水平面測角時に等価的に受信チャネ
ル数を増加させるため，図３の送信１，送信２のそれぞれ
に対応する二つのTX－ICが周波数変調周期ごとにON／
OFFを切り替えて送信する機能を持っている。

2. 4　フィールド試験結果

試作ミリ波レーダモジュールを試験車両のフロントガラ
ス付近に取り付け，目標物としてコーナーリフレクタ（反

⒜　基本モジュール ⒝　オプション
　　モジュール

送信1 送信2

受信

送信3

図３．アンテナ
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図４．アンテナの放射パターン（基本モジュール，垂直面）

図５．RF CMOS IC（TX－IC）のチップ写真
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射断面積が乗用車相当の約15dBsm）と乗用車を用いて検
知性能を確認した。図６はコーナーリフレクタを300m離
れた位置から見たもので，７dB以上のS/N比（Signal to 
Noise ratio）が得られている。また，図７は２台接近して
駐車している乗用車，又は２個の異なる高さに設置した
コーナーリフレクタを目標物として，レーダを搭載した試
験車両を接近させた例で，水平・垂直共に，複数目標に対
して，高い分解能及び従来製品にはなかった垂直方向の測
角が可能であることを確認した。

3．む　す　び

自動運転用高性能ミリ波レーダモジュールの構成，アン
テナ特性，RF CMOS ICの回路構成や特性について述べ，
フィールド試験結果について述べた。今後はモジュール試
作とフィールド試験を重ね，ブラッシュアップを図る計画
である。
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センサ局

センサ局

センサ局

センサ局

連係

センサ局

電波源の位置標定， 電波源の電波諸元測定， 電波源の聴音等

不法電波源等

センタ局

センタ局

DEURAS－Hの概要
DEURAS－Hは，短波帯の電波の発射状況等を監視するための施設である。センサ局で不法電波源等から発せられる電波を収集・測定後，セ

ンタ局へWAN（Wide Area Network）回線経由で伝送する。センタ局では複数のセンサ局で収集した不法電波源等に対する到来方位の交点か
ら不法電波源等の位置を特定する。センタ局はディザスター対応で物理的に離隔した場所に２局配備して安定した稼働を提供し，社会の安心・
安全に貢献する。

IoT（Internet of Things）化等，社会の情報化はますま
す進展する一方であり，情報化社会で電波を用いた無線通
信の役割は非常に大きく，我々の生活に欠かせない存在と
なっている。無線通信の役割が高まるほど，安定した無線
通信の享受が必要不可欠となる一方で，無線通信は空間を
介する特徴を持つため，異なる無線通信間で相互に干渉す
る場合や意図的に無線通信に対する妨害が行われると，無
線通信のサービスを安定して享受できないという問題が発
生する。

このような問題を排除し，国内での安定した電波利用環
境を実現するため，総務省では電波利用環境保護行政の
一環で電波監視業務を執り行っている（1）。電波監視業務を
適切かつ効率的に行うために，総務省では電波監視業務に

活用する施設としてDEURAS（DEtect Unlicensed RAdio 
Stations）を保有しており，三菱電機ではAM（Amplitude 
Modulation）ラジオ等で用いられる低い周波数帯から，衛
星通信で使用される高い周波数まで，幅広い周波数に対応
する電波監視施設及び設備を納入している。

本項では，短波帯の電波監視を行うための施設である短
波監視施設（DEURAS－H）について，概要やその特長につ
いて述べる。DEURAS－Hでは不法電波を発する電波源
の位置の判別等が可能であり，このような電波発射を行う
利用者へ電波発射の停止を促す勧告を行う等の電波監視業
務を可能にしている。当社では電波監視施設及び設備を通
じ，安心・安全な社会の実現に貢献している。

高尾哲也＊

Tetsuya Takao

短波監視施設（DEURAS－H）
Detect Unlicensed Radio Stations － HF Direction Finder
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1．ま　え　が　き

情報通信社会で，無線通信は我々の生活に欠かせない存
在である一方で，情報化社会での無線通信の電波利用増大
に伴い，不法電波等による電波干渉の問題が発生している（2）。
無線通信を安心・安全に利用するためには，適正に無線通
信が行われているか監視が必要であり，総務省では，これ
に対応するため，電波監視を行うDEURASを運用してい
る。当社では総務省向けに電波監視に関連した施設及び設
備を納入しており，これらについて述べる。

2．当社が担当する電波監視施設及び設備

当社では，中波（Medium Frequency：MF）帯からマイ
クロ波（Super High Frequency：SHF）帯に至るまでの幅
広い周波数帯の電波監視を実現する施設及び設備を納入し
ている（3）。

2. 1　短波監視施設（DEURAS－H）

DEURAS－Hは，300kHzから30MHzまでの船舶通信
や国際通信等で使用される周波数帯の電波に対する干渉源
や不法電波源を発見し，その位置特定を行う施設である。
当社では，電波受信や各種信号の測定を行うセンサ局と，
センサ局への制御や位置標定等を行うセンタ局双方につい
て納入している。

2. 2　遠隔方位測定設備（DEURAS－D）

DEURAS－Dは，25MHzから3.6GHzまでの消防無線，
防災行政無線や携帯電話等で使用される周波数帯の電波に
対する干渉源や不法電波源を発見し，その位置特定を行う
設備である。当社では，電波受信を行うセンサ局について
納入している。

2. 3　宇宙電波監視施設（DEURAS－S）

DEURAS－Sは，静止軌道衛星を監視する静止衛星監視
設備及び非静止軌道衛星を監視する非静止衛星監視設備で
構成されている。静止衛星監視設備は，静止軌道衛星が発
する1.5GHz帯から21GHz帯の電波の諸元や衛星の軌道位
置が正しく運用されているかの確認や，静止軌道衛星を介
した衛星通信への混信が発生した場合の電波源の位置特定
を行う施設である。非静止衛星監視設備は，非静止軌道衛
星が発する60MHzから10GHzまでの電波の諸元や衛星軌
道位置が正しく運用されているかの確認等を行う。当社で
は，静止衛星監視設備及び非静止衛星監視設備共に納入し
ている。

3．短波監視施設（DEURAS－H）

3. 1　構　　成

図１にDEURAS－Hの構成を示す。DEURAS－Hは国
内５か所にセンサ局，２か所にセンタ局が設置されている。
センサ局制御は，センタ局から行うほかに総務省総合通信
局に設置されている端末（以下“端末”という。）からも可能
であり，センタ局からの制御とは独立にセンサ局制御が可
能である。

各センサ局では，センタ局から設定された諸元に基づき，
電波の測定や，受信した電波の到来方位を算出し，受信信
号のIQ（In－phase and Quadrature）データや到来方位の
計算結果をWAN回線経由でセンタ局へ伝送する。

センタ局では，センサ局に対する制御権の管理及び割当
てや，センサ局へ測定諸元等を設定する役割を果たす。ま
た，センサ局から送達されて受信した電波の各種情報を分
析する役割も果たす。

3. 2　機　　能

DEURAS－Hでは，主に，到来電波の諸元を測定する
電波諸元測定機能，到来電波の方位測定機能，位置標定機
能及び到来電波の中身を確認する聴音機能を持つ。これら
主要機能に加え，24時間絶え間ない電波の監視を可能に
する予約測定機能や，一度分析した結果の分析条件を変更
して後から再生分析を可能にする機能を持つ。

3. 2. 1　電波諸元測定機能

電波諸元測定機能はセンサ局が持つ機能であり，電波の
諸元分析等を行う。図２に電波諸元測定機能の画面を示す。
周波数スペクトルや時系列の電波受信状況を表すウォータ
フォールでの電波の現出状況の確認が行える。センタ局で
は５局のセンサ局で受信した周波数スペクトルを重畳表示
させて分析することも可能である。センサ局では，複数の

集中センタ局

集中センタ局（三浦）

東金センサ局

総合通信局
（九段）

センサ局
（東金）

石垣センサ局

総合通信事務所
（那覇）

センサ局
（石垣）

千歳センサ局

総合通信局
（札幌）

センサ局
（千歳）

バックアップセンタ局
珠洲センサ局

センサ局
（珠洲）

阿蘇センサ局

総合通信局
（熊本）

センサ局
（阿蘇）

バックアップ
センタ局（金沢）

WAN

図１．DEURAS－Hの構成
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制御を同時に受けて個別に測定することが可能である。こ
の際，制御元の数が少なければ電波諸元測定機能の画面の
更新周期を早くする等，ユーザー操作に流動的に対応する
工夫を行っている。

3. 2. 2　方位測定機能

方位測定機能はセンサ局が持つ機能であり，位相差を用
いた方位測定の一つであるMUSIC（MUltiple SIgnal Clas-
sification）アルゴリズムを用いた方位測定を行う。図３に
位相差を用いた方位測定の原理を示す。DEURAS－Hでは
７素子の空中線で構成されるが，ここでは簡単化のために
２素子の場合で述べる。図３⒜に示すとおり，素子間距離
Dだけ異なる位置に空中線素子が位置する場合，到来方位
θからの電波に対してはD×sinθの経路差が生じる。こ
のため，図３⒝に示すとおり，素子位置の違いから受信波
形でも位相差δが生じることになる。ここで，到来波の波
長をλとすると，位相差δは距離換算でλ×（δ/360）と
なる。この距離は図３⒜で述べた経路差と等価であるこ
とから，D×sinθ＝λ×（δ/360）となり，入射角はθ＝
arcsin（λ×（δ/360）/D）から求まる。MUSICアルゴリズ
ムは，この位相差を用いた方位測定の原理を応用したもの
であり，複数の素子で構成されるアレー空中線で受信した
信号成分から相関行列を生成し，信号成分と雑音成分から
固有値分解し，信号成分と雑音成分の独立性を利用した信
号成分の方位探査によって到来方位を測定している。

3. 2. 3　位置標定機能

位置標定機能はセンタ局が持つ機能であり，位置が既知

なセンサ局とそのセンサ局で算出した電波源の到来方位線
を用いて電波源の位置を計算する。図４に電波源に対する
位置標定の原理を示す。センサ局の位置が既知であれば，
複数のセンサ局で同一時刻に同じ諸元での受信信号に対し
て算出した到来方位線を交差させることで電波源の位置が
計算される。位置標定の原理上，電波源の位置標定の精度
は各センサ局からの到来方位線の直交度が高いほど，向上
する。これは，実環境上では位置標定対象以外の電波の受
信や，空間ノイズの影響等が生じるためである。一定の測
定誤差が生じた状況での到来方位を測定すると，各センサ
局で算出した到来方位にも一定の誤差が生じることになり，
到来方位線の直交度が低い場合，微小な誤差でも到来方位
線の交差位置が大きくずれることになるためである。この
ため，DEURAS－Hでは位置標定の精度向上を図るため，
国内にセンサ局を北から南まで広域に配置している。

図５に電波源の位置標定機能の画面を示す。位置標定機
能の画面では，測定対象の周波数や測定センサ局での受信
レベル，到来方位等を一目で分かるように表示するととも
に，各センサ局での到来方位や位置標定結果を地図上に表
示する。各端末からは時分割で制御を行うことで，５局の
センサ局に対してほぼリアルタイムに制御及び取得データ
の更新が可能である。

3. 2. 4　聴　音　機　能

聴音機能はセンサ局及びセンタ局が持つ機能であり，セ

図２．電波諸元測定機能の画面
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経路差
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図３．到来電波に対する方位測定の原理
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ンサ局で受信した信号をセンタ局で復調する。複数のセン
サ局で受信した電波の同一性を判断するに当たり，周波数
や帯域幅等の電波諸元での確認も可能であるが，放送波等
が収集対象となる場合，運用者の聴音による確認が有効と
なる。このため，センサ局では同時に複数の制御を可能に
しており，センタ局からは任意の２局のセンサ局を選択し，
同時に聴音することが可能である。

図６に聴音機能の画面を示す。５局のセンサ局のそれぞ
れの音声情報をビジュアル的にも視認することが可能であ
り，予約測定等で取得したデータの確認の際に有効となる。

3. 3　分析能力向上

2015年度以降に更新を行った新規施設では，センサ局
で取得した情報をIQデータ形式でセンタ局へ直接伝送す
る方式としている。従来は，センサ局で取得した電波はセ
ンサ局で復調してWAV（Waveform Audio Format）形式
でセンタ局へ伝送していた。このため，後から異なる諸元
で分析したい場合等に対応ができないという課題があった。
更新後は，センサ局で取得した電波はIQデータ形式でセ
ンタ局へ直接伝送しており，例えば，AM波の復調の中心
周波数を少しずらす，復調方式を変更する等を可能にして
分析能力向上を行っている。また，方位測定についても諸
元変更して再度分析することが可能である。

3. 4　災害時でのセンタ局バックアップ

電波監視は，安心・安全で豊かな社会を提供する上で，
非常に重要な業務であり，DEURAS－Hではセンタ局が
被災した際でも継続的な運用を提供できるようにバック
アップ機能を持つ。

図７にバックアップ機能を示す。この図では札幌に設置
した端末から石垣に設置したセンサ局を制御する場合を例
示している。図７⒜に示すとおり，平常時では端末からは
集中センタ局を介し，センサ局の制御やセンサ局で収集し

たデータの確認を行う。一方で，集中センタ局が地震等
に被災した場合は，図７⒝に示すとおり，集中センタ局
から離隔した遠隔地に設置するバックアップセンタ局にセ
ンタ局機能が自動的に切り替わる。このため，端末からセ
ンサ局の制御等を行う場合は，バックアップセンタ局を介
することになる。バックアップセンタ局では，平常時から
DEURAS－H施設の死活を確認しており，集中センタ局
の応答が一定時間なくなると運用者に意識させることなく
自動的にセンタ局機能が変更される。

4．む　す　び

電波監視を行う短波監視施設（DEURAS－H）について述
べた。電波監視は，安心・安全な社会を実現する上で欠か
せない業務であり，DEURAS－Hを始めとする各種電波
監視施設及び設備はこの業務を支える重要なものである。
通信技術の発達や周波数拡大等，世の中の技術進展に伴い，
これに応じた監視施設も必要になるが，今後も当社では電
波監視に関連する施設を世の中に提供して社会に貢献して
いく。

参　考　文　献
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無人航空機へのマイクロ波無線送電の概念図（左図）と屋外でのドローンを用いたマイクロ波無線送電実験風景（右図）
2019年５月に，屋外でドローンを用いたマイクロ波無線送電実験を実施した（右図）。屋外実験では，地上に４台の送電装置で構成する送電
部を設置し，ドローンに受電部や送電マイクロ波をモニタするアンテナ等を搭載し，自動制御で送電マイクロ波ビームを形成して所望の方向に
電力を無線伝送することに成功した。高度19mで105W，高度30mで42Wの電力をドローン側で受電できた。

無人航空機

パイロット信号
（2.45GHz帯）

送電マイクロ波
（5.8GHz）

③ビーム制御部（送電側）
パイロット信号を受信し，
送電方向を推定・制御

①送電部
5.8GHzの送電
マイクロ波を送信

②受電部
送電マイクロ波を受信
してDC電力に変換

③ビーム制御部（受電側）
・パイロット信号を送信
・送電マイクロ波（5.8GHz）
　をモニタ

ドローン+受電部

送電部

送電マイクロ波

近年，ドローンを含む無人航空機の活用の場は目覚まし
い速さで拡大している。特に，高性能なGPS（Global Posi-
tioning System）による位置検出機能や，無線通信技術と
組み合わせた自動航行技術の実用化が始まったことによっ
て，産業界では，ドローンを輸送・物流や各種インフラ設
備の巡視・点検など，種々の用途での活用が活発に議論さ
れている。一方，ドローンは飛行可能な時間が短く（一般
的には数十分程度），活用の場を広げるためには，必要な
電力をどう確保するかが大きな課題となっている。三菱電
機は，このようなドローンを含む無人航空機に対して電力
を供給する新しい手段として，マイクロ波を用いた無線送
電技術を提案し，実用化に向けた研究開発を推進している。

2019年５月には，宇宙太陽光発電の研究開発の一環と

して，経済産業省と一般財団法人 宇宙システム開発利用
推進機構（J－spacesystems），国立研究開発法人 宇宙航
空研究開発機構（JAXA）等と共同で，ドローンを用いた無
線送電実験を行い，上空にホバリングするドローンに対し
て，完全な自動制御による無線送電技術の実証に成功して
いる。

また，より実用的な飛行中のドローンへの長距離無線給
電の実用化に向け，2019年11月から内閣府が推進する戦
略的イノベーション創造プログラム（SIP）第２期に参画し，
送電装置と受電装置の大電力化やドローン搭載機器の軽量
化などの要素技術の開発や，実証試験機の開発に取り組ん
でいる。

飛行中の無人航空機への無線送電技術
Wireless Power Transmission Technology for Unmanned Aerial Vehicles in Flight

本間幸洋＊

Yukihiro Homma

西原　淳†

Jun Nishihara

片瀬徹也†

Tetsuya Katase
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1．ま　え　が　き

近年，ドローンを含む無人航空機の活用の場は目覚まし
い速さで拡大している。特に，高性能なGPSによる位置
検出機能や，無線通信技術と組み合わせた自動航行技術の
実用化が始まったことによって，産業界では，ドローンを
輸送・物流や各種インフラ設備の巡視・点検など，種々の
用途での活用が活発に議論されている。一方，ドローンは
飛行可能な時間が短く（一般的には数十分程度），活用の場
を広げるためには，必要な電力をどう確保するかが大きな
課題となっている。当社は，このような無人航空機や各種
移動体，IoT（Internet of Things）機器など，様々な機器
に対して電力を供給する新しい手段として，マイクロ波を
用いた無線送電技術を用いることを提案し，実用化に向け
た研究開発を行っている。

本稿では，これらの研究開発での飛行中の無人航空機へ
の無線送電技術の研究開発の状況と，課題，今後の開発計
画について述べる。

2．マイクロ波を用いた無線電力伝送の原理

図１にマイクロ波を用いた無線送電の原理概念図を示す。
図１⒜は原理概念図，図１⒝は回路イメージ図である。送

電装置は，RF（Radio Frequency）発振器で生成された微
弱なマイクロ波を直流電力を用いて増幅し，送電アンテナ
を用いて空間に照射する。受電装置は，照射されたマイク
ロ波を受電アンテナで受信し，整流回路で整流して直流電
力として取り出し，この電力を機器に供給する。このよう
に，マイクロ波を電力の輸送媒体として使うことによって，
遠方に無線で電力を送電できる。

3．宇宙太陽光発電の研究開発での飛翔
（ひしょう）体を用いた無線送電実験（1）

3. 1　宇宙太陽光発電の研究開発での取組み

当社は，2000年ごろから，宇宙太陽光発電の研究開発
に参画し，マイクロ波を用いた無線電力伝送技術の研究開
発を推進している（2）。宇宙太陽光発電は宇宙空間で太陽電
池を用いて発電した電力を，マイクロ波に変換して地上に
送電するシステムである。大型発電所に相当する百万kW
級の発電を想定しており，再生可能エネルギーを利用した
天候や昼夜に左右されない，クリーンで安定した発電シス
テムの実現を目指している（3）。

近年では，2009～2014年度に経済産業省とJ－spacesys-
temsや，JAXAが行った“マイクロ波による精密ビーム
制御技術の研究開発”に参画し，屋外に設置した半導体増
幅回路を用いた送電装置から，水平方向に約55m離れた

増幅回路
（電力⇒マイクロ波）

送電アンテナ

マイクロ波

受電アンテナ

整流回路
（マイクロ波⇒電力）

RF
発振器

直流電源

増幅
回路

整流
回路

直流
電力

マイクロ波

RF
発振器

直流電源

直流
電力

送電装置

受電装置

送電装置

受電装置

⒝　回路イメージ図⒜　原理概念図

図１．マイクロ波による無線送電
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受電装置に約340Wを送電する実証実験に成功している（3）。
この実証実験では，将来の大規模な宇宙太陽光発電システ
ムの送電装置を想定し，複数の送電装置を用いて精密に送
電マイクロ波ビームを制御・合成して受電装置に効率よく
送電する技術の実証実験を行い，この技術の有用性を実証
している（4）。

一方，宇宙太陽光発電の実現に向けては，送電装置等の
更なる高効率化や，完全な自動制御による送電マイクロ波
ビームの制御などの課題が残っている。これらの課題を
解決するため，経済産業省とJ－spacesystems，JAXAは，
2016～2019年度には，更なる高効率化の研究開発や屋外
でのドローンを用いた垂直方向への無線送電の実証実験（1）

を行っており，当社も試験装置開発や実証実験担当者とし
て参画している。３章ではこの研究成果について述べる。

3. 2　マイクロ波送電装置の高効率化の開発

マイクロ波送電装置を高効率化するために，送電装置
に用いる半導体デバイス（GaN High Power Amplifier：
GaN HPA）の高効率化開発を行い，その素子製造技術を
用いて，DC電力をRF（マイクロ波）に変換する最終段半導
体増幅器の高効率化・量産化の開発を行った。また，開発
した高効率最終段増幅器を，2014年度に開発した送電装
置の一部（19サブアレー）に搭載・換装し，垂直方向の無
線送電実験の実証機として使用した。

半導体デバイスは，当社で近年導入された微細加工技術
を用い，HPAに用いるGaN（窒化ガリウム）トランジスタ
のゲート長を0.15mmまで短縮することで，ドレイン効率
の向上と高利得化を実現した。それによって電力負荷効率

（Power Added Efficiency：PAE）は77.7％，出力は8.4W
となる高効率半導体デバイスの開発に成功した（5）。

次に，この送電用の高効率半導体デバイスの設計・製造

技術を活用して，性能・品質の安定した量産用半導体デ
バイスを製造し，このデバイスを用いて高効率最終段増
幅器を開発した。図２に製造した量産用高効率半導体デ
バイスのPAEを示す。30台のデバイスを製造し，PAEは
平均69.5％を達成している。最終段増幅器ではこのデバイ
スの性能を最大限に引き出すために，インピーダンスを
5.8GHzに最適化したバイアス回路を設計・開発した。そ
の結果，送電装置として，44.8％のDC－RF変換効率を達
成した（2014年の実績は35.1％）。

3. 3　無人航空機を用いた無線送電での
送電マイクロ波ビームの制御技術の検討

宇宙太陽光発電のような大規模・大電力のマイクロ波を
用いた無線送電を目指す場合，できるだけ効率よく電力を
送電するためには，複数の送電装置から照射された電力を
空間で合成し，送電マイクロ波ビームを形成する技術の
確立が必要になる。この研究では，このようなマイクロ波
ビームの形成及び送電方向の制御を，自動制御で実現する
方法について検討・開発を行い，無人航空機を利用して実
証試験を実施した。

図３に無人航空機への無線送電の概念図を示す。送電部
は複数の送電装置で構成されており，受電部を搭載した無
人航空機が移動した場合，移動した受電部の位置・方向に
送電マイクロ波ビームを形成する必要がある。このために
は，各送電装置から見た，
⑴	 送電方向：θ1，θ2…θn

⑵	 基準となる送電装置との位相差（経路長差）：L1－Ln

の二つを自動で検出・補正することによって，複数の送電
方向（受電部の方向）に送電マイクロ波ビームを形成し，送
電することが可能になる。今回，これらの補正値の検出
には振幅モノパルス法とREV（Rotating Element electric 

30台平均値 ： 69.5%

最大値
71.2%

☆ 効率の良い19台を
選定して利用
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field Vector）法の技術（4）を用いたドローンへの送
電を想定したビーム方向制御部の開発を行った。

3. 4　屋外での実証試験結果

送電マイクロ波の自動形成・制御，及び垂直方
向の無線送電の実証試験は，要旨の図に示した試
験コンフィギュレーションで，屋外で実施した。
地上に４台の送電装置で構成される送電部を設置
し，ドローンに受電部や送電マイクロ波をモニタ
するアンテナ等のビーム制御部（受電側）を搭載し，
送電部にビーム方向を検知するアンテナ等のビー
ム制御部（送電側）を設置した。

送電部は，電子的に送電マイクロ波の送信方向
を変えることが可能なアクティブフェーズドア
レー方式の送電装置で構成されており，GaNデバ
イスを用いた高効率最終段増幅器で電力をマイク
ロ波（5.8GHz）に変換し，アンテナから放射する。ここで
用いた送電装置の一部（19サブアレー）は3. 2節で述べた高
効率最終段増幅器を搭載し，高効率化の技術検証を行った。
受電部はドローンに搭載され，上空でマイクロ波を受信し
て直流電力に変換する。

送電マイクロ波ビームの形成・制御は，3. 3節で述べた
技術を用いている。受電部側から送信したパイロット信号

（2.45GHz）を送電部側で受信し，振幅モノパルス法を用い
て送信方向θnを推定する。また，受電側で送電マイクロ
波をモニタし，REV法を用いて位相差（経路長差）L1－Lnを
検知している。これらの補正値を，アクティブフェーズド
アレーの各アンテナ素子の位相制御機能を用いて補正する。

これらの方法で，ある場所にホバリングするドローンに
対して送電し，高度19mで105W，高度30mで42Wの電

力を受電することに成功している。また，送電マイクロ波
ビームを形成した後に，マイクロ波ビームの電力強度を測
定するモニタアンテナを搭載したドローンを飛行させてス
キャンすることによって，送電マイクロ波の二次元のビー
ムパターンの測定を行った。図４に測定した送電マイクロ
波ビームの二次元パターンの一例を示す。ビーム形成制御
時のドローンの飛行位置の揺動などによってビーム形成の
誤差が生じ，非対称性等が見受けられるが，送電で重要な
メインビーム（中心の赤色の電力の強い部分）のビーム幅は
計算値と一致する２°程度に形成されており，おおむね良
好なビーム形成が行われていることが分かる。これらの試
験・検証結果によって，完全な自動制御によるマイクロ波
ビームの形成・制御技術，及び垂直方向の無線送電技術が
実証された（1）。

（dBm）
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図４．送電マイクロ波ビームの二次元パターンの測定結果例
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図３．無人航空機への無線送電の概念図
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4．無人航空機への無線送電の実用化に
向けた課題と今後の研究開発の取組み

３章で示した実証試験の結果から，マイクロ波を用いた
無線送電技術を無人航空機に適用することの技術的な可能
性は十分に示されているが，実際に実用化するに当たって
は，まだ受電できる電力が小さいことや航空機に搭載する
機器の軽量化，究極的な運用方法としての移動する無人航
空機への追尾送電制御技術が確立されていない，などの課
題がある。表１に，飛行中の無人航空機へのマイクロ波無
線送電技術の適用での課題を示す。

大電力を受電するために，送電部は，単位面積当たりの
出力を向上させ，大電力の送電を可能にする必要がある。
また，より長距離・大電力の送電を行う場合は，送電装置
を複数配置し，大開口径の送電アンテナから送電し，空間
で大電力・狭ビームの送電マイクロ波ビームを形成する必
要があるが，これを可能にするために拡張性のある送電装
置の開発が必要となる。

受電部は，大電力が入力した際に高効率に直流電力に整
流が可能な，高耐電力・高効率受電回路の開発が必要にな
る。また，無人航空機の飛行時間やペイロードを確保する
ために，できるだけ軽量な受電装置の開発が必要になる。
さらに，飛行・移動中の無人航空機に対して給電するため
には，高速に受電部の方向や位相差を探知して制御する追
尾送電制御技術の開発が必要になる。

これらの技術開発に加え，産業利用を促進するためには，
ビジネスモデルの構築と業界機運の醸成，及び利用可能な
周波数の調整と規格・標準化活動を推進する必要がある。

これらの課題に対して，当社は，2019年度から内閣府

が推進する戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第
２期（6）に参画し，無人航空機活用のユーザーや大学研究機
関，無人航空機メーカーと共同で研究開発を始めている。
このプロジェクトでは2022年度まで要素技術開発と実証
試験機の開発を進め，2023年度には実用化を想定したド
ローンへの無線給電の実証試験を行うことを予定している。

5．む　す　び

マイクロ波を用いた無線送電技術は，遠方に無線で電力
を送電できる特長があり，移動する機器に対して追尾して
送電できるポテンシャルもある。飛行中の無人航空機（ド
ローンなど）へ無線給電を実用化するためには大電力化な
どの課題があるが，この技術が実用化されれば，着陸して
充電やバッテリー交換を行う必要がないため，ドローンの
運用効率を飛躍的に拡大することが可能になる。また，こ
の技術は，例えば移動するロボットや走行中の電気自動車
など，他の用途への応用の可能性も秘めている。当社は引
き続き，無線送電技術の実用化に向けた研究開発を推進し，
宇宙から産業機器までの幅広い分野での送電技術の革新を
目指していく。

３章の研究成果は，J－spacesystemsが経済産業省から
受託した「太陽光発電無線送受電高効率化の研究開発」，及
びJAXAの「ドローンによるマイクロ波パターン測定の精
度確認試験」の研究の一環として行われた。
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表１．無人航空機へのマイクロ波送電技術の適用での課題
項目 課題と研究開発方針案等

送電部 大電力化：送電アンテナの単位面積当たりの出力向上，
　　　　　大開口径化・スケーラビリティ

受電部
大電力化：高耐電力・高効率受電回路（整流回路）の開発
軽量化：超軽量受電部の開発

ビ ー ム
制御部

追尾送電制御技術：移動する受電部の方向・位相差の探知と
　　　　　　　　　高速制御技術の開発

その他
ビジネスモデルの構築，業界機運の醸成
利用可能な周波数の調整，規格・標準化活動
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宇宙用リチウムイオンバッテリーの基本構成
宇宙用リチウムイオンバッテリーを構成する基本的な技術を示す。宇宙環境で使用される宇宙用リチウムイオンバッテリーは，単セルの大容
量化だけでなくセル並列化による大容量化，ロケット及び宇宙環境に適合するバッテリーモジュールの耐環境性及び万が一の搭載部品の故障に
も対応するための保護／保障機能を持っている。

バッテリー及びその周辺機器を含めた
エネルギー密度，コストの効率化が可能

セルを個別実装することで，
熱的干渉を避け，内部温度
を均一化

宇宙用リチウム
イオンバッテリー

セル並列化

㈱ジーエス・ユアサ
テクノロジー提供

過電圧保護回路／セルごと
（セル過充電防止）

バイパススイッチ／セルごと
（セル開放故障保障）

モジュール化技術

シェルフレーム構造の採用によって，
耐環境性リスクの軽減及び組立て作業
性の向上

万が一，ある規定セル電圧を超えて充電しようとした際，
それ以上充電しないように充電電流を迂回させ，規定電圧
以上にセル電圧が上がらないように保護

万が一，セルが開放故障を起こした際，放電電流をバイパス
スイッチ内部のダイオードに迂回させ，ダイオードの発熱を
利用してスイッチを閉じ，バッテリーの充放電経路を確保

リチウムイオンバッテリーセル

セルを電気的に並列に接続し，
バッテリー１台当たりの容量を
並列倍することで，充放電装置
及びモニタ回路の台数を増やす
ことなくバッテリーを構成

大容量リチウムイオンバッテリーセル
55Ah, 110Ah, 145Ah, 190Ah

バイパス
スイッチ

放電
電流

過電圧
保護回路

充電
電流

宇宙用電源機器のキーデバイスであるバッテリーの小
型・軽量化及び高機能化は人工衛星（以下“衛星”という。）
全体の小型・軽量化を可能にする。携帯電話用や車載用
バッテリーとして広く普及しているリチウムイオンバッテ
リー（Lithium Ion Battery：LIB）は，エネルギー密度が
高く，放電電圧が高い充放電効率の良いバッテリーであり，
衛星用バッテリーシステムにも多くのリチウムイオンバッ
テリーが使用されている。

三菱電機は継続的に宇宙用リチウムイオンバッテリーの
開発・生産を行い，国内だけでなく世界中の衛星システム
メーカーにリチウムイオンバッテリーを供給し，既に300台
以上の軌道上運用実績を持っている。商用衛星市場で当社
リチウムイオンバッテリーの世界シェアは約30％に達し

ており，新たに開発した次世代リチウムイオンバッテリー
を中心に更なるシェア拡大を進めている。

近年は，衛星電力要求が増加傾向にあり，バッテリー大
容量化のニーズに応える必要がある。バッテリーを宇宙用
途に適用するため，ロケットによる厳しい打上げ環境への
機械耐性を持ったバッテリーの開発及び様々な電力・容量
帯に対応できるようにセル並列化による拡張性の検討・開
発を行った。リチウムイオンバッテリーセルのラインアッ
プ及びその並列化，保護回路による拡張性と耐機械環境を
持ち，宇宙用途での長期間の運用（静止軌道衛星：15年以
上，低軌道衛星：５年以上）を満足する宇宙用リチウムイ
オンバッテリー構成を実現した。

宇宙用大容量
リチウムイオンバッテリー
Large Capacity Lithium Ion Battery for Space Use

岡　寿久＊

Toshihisa Oka

丸谷健太郎＊

Kentaro Marutani

濱田慎太郎＊

Shintaro Hamada

大迫庸介＊

Yosuke Osako
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1．ま　え　が　き

1990年代に市場に流通して以来リチウムイオンバッテ
リーセルは，携帯電話用や車載用バッテリーとして急速に
普及している。衛星搭載用バッテリーでも，従来のNi－H2

（ニッケル水素）バッテリーセルから性能，信頼性，品質面
で優位なリチウムイオンバッテリーセルを搭載したバッテ
リーが使用されている。

当社は，2001年以降継続的にMaxar Technologies社
（ 旧SPACE SYSTEMS／LORAL）に 納 入 し，2005年 の
同社向けiPStar衛星搭載用リチウムイオンバッテリー
納入を機にフライト実績が認められた。またTHALES 
ALENIA SPACE社，INDIAN SPACE RESEARCH 
ORGANISATION等の衛星システムメーカーにも多くの
リチウムイオンバッテリーを供給し，現在までに300台以
上の軌道上実績を持っている。海外商用衛星市場で当社リ
チウムイオンバッテリーのシェアは約30％であり，新た
に開発した次世代リチウムイオンバッテリーを中心に更な
る拡販を行っている。

本稿では，これらの製品に適用した技術と最近の開発成
果について述べる。

2．宇宙用リチウムイオンバッテリー

2. 1　特　　長

衛星に必要な電力は，太陽光が衛星を照らす日照期間で
は太陽電池から供給しているが，衛星が地球や惑星等の陰
に入った日陰期間ではバッテリーから供給している。宇宙
用リチウムイオンバッテリーは，ロケットでの打上げ時に
想定される過酷な振動及びロケットから衛星を切り離す際
などに起こる衝撃，真空・放射線環境，排熱等を十分考慮
する必要がある。

リチウムイオンバッテリーは，2009年の電気自動車
（Electric Vehicle：EV）発売や，スマートグリッドなど，
国策を背景として急成長を見せている。これら地上用とは
異なる宇宙用に特に必要な機能としては，
⑴	 充放電サイクルに強い（低軌道では数万サイクル）
⑵	 長寿命（静止軌道衛星：15年以上，低軌道衛星：５年

以上）
⑶	 軽量でエネルギー密度が高い
⑷	 衛星搭載性（熱的・機械的な特性）に優れること
等がある。

当社の宇宙用リチウムイオンバッテリーは，1998年か
ら㈱ジーエス・ユアサテクノロジー（旧日本電池）と共同

開発を進め，海外衛星向けとして初めて2005年８月に
Maxar Technologies社向けiPStar衛星に搭載され，現在
も正常に運用されている。この実績を皮切りにリチウムイ
オンバッテリーの搭載が拡大してきている。これまで一つ
の故障もなく正常に作動を続けており，高い信頼性を裏付
けている。

リチウムイオンバッテリーセルには正極にLiCoO2（コバ
ルト酸リチウム）を用いて高い充放電電圧を得るとともに，
負極にはカーボン材料を用いて容量の確保を図っている。
バッテリーとしてはセルごとに，セル故障対策のための過
電圧保護回路，直列に接続されたバッテリーセルの開放故
障時でもバッテリー機能を維持できるバイパススイッチを
独自に開発し，長寿命化を支える高信頼性技術を搭載した。

宇宙用リチウムイオンバッテリーセルは，エネルギー密度
の高い大容量セルを使用し，従来の宇宙用であったNi－H2

バッテリーセルに比べてエネルギー密度は２倍以上である。
バッテリーレベルでも筐体（きょうたい）や保護回路など
の軽量化を図り，120Wh/kg以上の高いエネルギー質量
効率を実現し，競争力強化を図っている。セルの形状とし
ては長楕円（だえん）円筒形であり，容積効率が高い一方で，
バッテリー筐体フレームとの接触面積を大きく取れるため，
セル内部の温度均一性に優れている。

バッテリーはセルを並列及び直列に複数接続して構成し，
充放電はバッテリー一括で行う。このため，セル電圧がば
らつくと各セル間に電圧差が生じ，特定のセルが過充電に
なる可能性がある。これを防ぐのが過電圧保護回路である。
充電中に，セルの電圧が上限電圧以上に上昇する場合に，
このセルを迂回（うかい）させ，電圧が規定値以上にならな
いように制御する（特許第3872057号）。

バイパススイッチは直列に接続されたセルの一つが開放
故障を起こした場合でも，充放電電流の経路を確保して
バッテリーの機能を喪失しないようにするためのスイッチ
である。これによって，１セル故障に対し，バッテリー冗
長を構成する必要がなくなるため，軽量化で重要な技術の
一つである。セル直列段ごとにスイッチを並列に接続し，
セルが故障を起こした場合に自動で作動し，バッテリー機
能を維持できるようにしている（特許第4358134号）。

バッテリー構成として，セルケースと筐体の間に２種類
の絶縁機能を施しており，その他バッテリー内の電位部で
も電気的に二重の絶縁機能を持つ構成としている。

図１に代表的な宇宙用リチウムイオンバッテリーの外観
を示す。

2. 2　構　　造

当社リチウムイオンバッテリーは，振動及び衝撃環境に
適した独自のシェルフレーム構造を採用している。図２に
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従来のNi－Cd（ニッケルカドミウム）バッテリー等で採用
されていたスタック構造とシェルフレーム構造の比較を示
す。シェルフレーム構造を採用することによって，セル

実装時にセル外形寸法公差の影響を受けにくくなって組立
て作業性の向上が図れ，さらにセルを荷重パスから除外し，
局所的な応力集中を緩和することによって耐環境性のリス
クを軽減できる（特許第3888283号）。

バッテリーの熱設計概念図を図３に示す。セルを個別実
装することによって他のシャーシに実装されたセルとの急
峻（きゅうしゅん）な熱的干渉を避けると同時に，バッテ
リー内部温度の均一化を実現している。

3．宇宙用大容量リチウムイオンバッテリー
の開発

3. 1　リチウムイオンバッテリーセルのラインアップ

当社が採用するリチウムイオンバッテリーセルのライ
ンアップは，容量，寸法及び質量の異なるほぼ同形状の
55Ah／110Ah／145Ah／190Ahセルである。各衛星及び
宇宙機に必要な電力・容量に適したバッテリー構成を，こ
れらセルのラインアップ及び使用するセル数（直列数／並
列数）によって最適化してバッテリーの軽量化を実現して
いる。シェルフレーム構造を採用しているため，バッテ
リーへのセル数の増加に対してシャーシ筐体連結数を容易
に拡張可能なバッテリー構成になっている。２セル実装可
能な２セルシャーシ筐体と１セル実装可能な１セルシャー
シ筐体による５セルから12セルまでのバッテリー構成拡
張性を図４に示す。

3. 2　機械耐性を向上させた構成及びその検証

衛星及び宇宙機に搭載するバッテリーで，ロケットでの
打上げ時に想定される過酷な振動及びロケットから衛星を
切り離す際などに起こる衝撃への機械耐性を持つ必要があ
る。また，衛星及び宇宙機へのバッテリー搭載場所によっ
て振動・衝撃の印加レベルが大きい場合があるため，これ
らの厳しい機械環境でもセルの故障及びその他バッテリー
構成品の破損等によって機能を喪失させない必要がある。
このため，バッテリーに採用している長楕円円筒形セルへ
の機械的影響をセルの機能・性能に影響が出ないように効
率的に実装しつつ，電気的・熱的特性を持つ必要がある。

図１．代表的な宇宙用リチウムイオンバッテリー
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ボルト
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基本ブロック（2/4セルモジュール）

バッテリーモジュール

⒜　スタック構造

⒝　シェルフレーム構造

図２．バッテリー構造の比較
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図３．バッテリーの熱設計概念図
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図４．バッテリー構成拡張性の概念図
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これらの課題を解決するため，厳しい耐機械環境耐性を
持つセル実装方法の開発・評価を行った。開発したセルの
実装構成を図５に示す（特許第6537730号）。

セル内部の極板等のエレメントを機械環境で効率的に保
持することを目的に，セル中央部を局所的に機械構成品で
押さえて保持することによって，既存バッテリー構造の外
部とのインタフェースは変更せず，かつ質量増加を抑えた
構成になっている。

過酷な振動・衝撃，真空環境等の一般のバッテリーには
ない環境を試験評価するため，図６に示す衛星の環境条件
下でのリチウムイオンバッテリーの電気特性，機械性能等
を実機で試験（認定試験）・検証し，耐環境設計仕様を満足
することを確認した。その後，軌道上での寿命特性を把握
するために寿命試験を実施して良好な寿命耐性を持ってい
ることを確認した。

認定試験に供した大容量リチウムイオンバッテリー検証
モデルのラインアップのうち，190Ahセルを用いたバッ
テリーモデルを図７に示す。

当該大容量リチウムイオンバッテリー検証試験結果から，
バッテリーの機械及び熱的機能が従来の宇宙用バッテリー
と同等の衛星環境（ロケット打上げ，宇宙環境）に十分適合

していることを確認し，特に機械環境試験（振動試験・衝
撃試験）結果から振動耐性（正弦波振動（20G等））及び衝撃
耐性（20,000G以上）を十分に持っていることが検証された。
また，電気的にはエネルギー密度の高い大容量セルを採用
したことによってバッテリーとして120Wh/kg以上の高
いエネルギー質量効率を実現し，充放電サイクル寿命試験
結果から静止衛星軌道の運用パターンで15年以上の寿命
を満足できる特性であることが検証された。190Ahセル
を用いた大容量リチウムイオンバッテリーによる充放電
サイクル寿命特性（放電深度100％サイクル＠25℃）を図８

に示す。実衛星運用のバッテリー環境温度より温度を高く，
更に放電深度も深い加速寿命試験を実施し，充放電1,000
サイクル以上でも容量保持率が90％以上と，寿命特性で
非常に良い結果が得られた。耐機械環境耐性を重視して開
発したセル実装方法でもセル性能に影響を与えないことを
確認し，長寿命要求の衛星運用に適したバッテリーである
ことが実証された。

3. 3　セル並列化による大容量化及びその検証

大電力・大容量が必要な衛星にバッテリーを適用するに

リチウムイオン
バッテリーセル

セルホルダ

シャーシ

図５．セル実装構成
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電気性能等の
基本特性の確認

ロケット打上げ時の
振動環境の模擬

衛星切離し等の衝撃環境の模擬

バッテリー衝撃を印加振動試験でロケット打上げ
環境を模擬し，バッテリー
に対して正弦波振動及びラ
ンダム振動レベルを印加し，
耐振動性を検証

衝撃試験で衛星切離し等の
衝撃環境を模擬し，バッテ
リー各軸に対して衝撃を印
加して耐衝撃性を検証

基本特性の確認・検証

真空環境模擬試験 最終性能確認試験

真空宇宙環境での
特性の確認

左記の環境下への
耐性の最終確認

真空試験チャンバを用いて，
真空宇宙環境を模擬し，真
空環境下でのバッテリー特
性（充放電，温度特性）を検
証

振動・衝撃・真空環境を模
擬し，衛星用バッテリーに
印加される実負荷に対して，
十分耐性があることを検証

図６．宇宙環境を模擬した検証試験

図７．190Ahセルを用いたリチウムイオンバッテリーの
検証モデル
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は，バッテリー台数を増やすか，又はセルを電気的に並列
に接続する必要がある。バッテリー台数を増やすとそれぞ
れのバッテリーへの充放電装置及びモニタ回路等が必要に
なりエネルギー密度が下がってコストも上がる。セルを電
気的に並列に接続してバッテリー１台当たりの容量を並列
倍することによって，充放電装置及びモニタ回路の台数を
増やすことなく大容量化が実現できる。ただし，セル並列
化には特に並列接続されているセル特性（容量，内部抵抗
等）の個体差による充放電電流のアンバランスが起こって
寿命特性への影響が懸念されるため，次のような検証試験
を実施した。

衛星搭載用バッテリーとして採用しているセルのセル並
列化による寿命特性への影響を充放電サイクル試験（放電
深度80％サイクル＠15℃）によって検証した結果を図９に
示す。結果は図８と同等であり，衛星搭載用バッテリーと
して採用しているセルで，セル並列での充放電サイクルに
よる容量劣化は単セルと同等であること，当該セルでのセ
ル間の特性個体差が寿命性能に影響を与えないことを確認
した。また，長寿命要求の衛星運用に適したバッテリーに
適用可能であることも確認した。

また，並列セルの充放電サイクル後の容量確認試験
（C/2（145A）放電）での電圧特性及び各セル電流特性を図10

に示す。充電率（State Of Charge：SOC）10％以下で若干
の放電電流のアンバランスが見られた。各セルの容量差に
よって発生していると考えられるが，許容レベルであると
判断している。ただし，長期間の衛星運用時で，並列セル
の電流アンバランスを抑制して安定した劣化寿命特性を維
持するため，電流アンバランスが発生する低SOC使用を
極力避ける必要がある。実際は静止軌道衛星で放電深度

（Depth of Discharge：DOD）最大80％以下，低軌道衛星
でDOD最大20％程度での運用を通常行っているため，ア

ンバランスの影響は受けにくく，セル並列化による大容量
化は有効である。

4．む　す　び

近年衛星搭載用バッテリーに要求されている大容量化・
高エネルギー密度化の需要に対応するため，当社での宇宙
用リチウムイオンバッテリーで確立した技術と最近の開発
成果について述べた。

これらの成果によって，当社で採用しているリチウムイ
オンバッテリーセルのラインアップである55Ah／110Ah／
145Ah／190Ahセル及びその並列化による幅広い容量ラ
インアップをそろえ，過電圧保護回路及びバイパススイッ
チによる高い信頼性を実現し，高いレベルの耐機械環境性
を持った宇宙用リチウムイオンバッテリーを完成させた。
当社商用衛星“DS2000／DS1000”及び海外衛星メーカー
に拡販していくことによって国内外シェアNo.1を目指し
ていく。
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高精度測位技術でより快適な社会へ

準天頂衛星システム

衛星測位の原理

カーナビやスマートフォンでは，衛星から私たちのいる
位置までの距離を測定することによって位置情報を調べて
います。測位衛星からの電波信号には衛星の位置及び時刻
情報が入っているので，カーナビやスマートフォンが電波
信号を受信した時刻を使って，衛星から私たちのいる位置
までの距離が分かります（衛星からの距離＝電波信号の速
度×電波信号の伝搬時間）。

電波信号の速度は光の速度（約３×108m/s），電波信号
の伝搬時間は“衛星の時刻情報”と“カーナビやスマート
フォンが信号を受信した時刻”の差分から求められます。
ただ，１機の衛星との距離だけでは私たちのいる位置を特
定できないので，３機の衛星との距離を計算します。衛星
との距離を半径とする円を考えると，三つの円が交わる一
つの点が出てきます。さらに，カーナビやスマートフォン

の時刻の誤差を補正するために，もう１機の人工衛星の情
報を加えます。図１に示すように，これら四つの円が交わ
る点が私たちのいる位置になります。

センチメータ級測位補強サービス（CLAS）

現在のカーナビやスマートフォンの位置情報には，衛星
軌道の誤差や，電離層による電波信号の遅延等によって，
数メートルの誤差があります。“みちびき”では全国に整備
している電子基準点を用いた補正情報（センチメータ級測
位補強情報）を“補強信号”として衛星から送信しています。
この信号を専用受信機で受信することで，位置情報の誤差
をこれまでのメートル級からセンチメートル級にまで改善

することができ，車の
自動運転や農業用機器

（トラクター等）の自動
制御，鉄道の運行支援
等への適用が期待され
ています。

衛星測位システムとは？

私たちが日常使っているカーナビゲーション・システム
（以下“カーナビ”という。）やスマートフォンでは，人工衛
星から送られてくる電波信号を使って，位置を計算してい
ます。この人工衛星からの電波信号で位置情報を取得する
システムが“衛星測位システム”です。衛星測位システムの
衛星では米国のGPS（Global Positioning System）が最も

有名ですが，ヨーロッパのGalileoやロシアのGLONASS
等もあります。2018年11月からサービスが開始された準
天頂衛星システム“みち
びき”は日本独自の衛星
測位システムです。

準天頂衛星システム“みちびき”

準天頂衛星システム“みちびき”はその名のとおり，準天
頂軌道をとる人工衛星を使ったシステムです。準天頂軌道
とは，日本の上空に長時間とどまるように，図２のように
非対称の８の字を描く軌道のことです。また衛星測位には
４機以上の衛星が必要ですが，多くの衛星が見えると，よ
り安定した位置情報を得ることができます。“みちびき”は

GPSと一体で利用でき
るため，安定した位置
情報を得るための衛星
数を確保することがで
きます。

参考文献：内閣府・宇宙開発戦略推進事務局，みちびき（準天頂衛星システム）ホームページ　URL：https://qzss.go.jp/index.html

図１．衛星測位による位置の特定

図２．準天頂軌道
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